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計画の概要 
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１ 計画策定の背景と趣旨 

（１）計画策定の趣旨 

国では、平成 18 年に国連総会で採択された「障害者の権利に関する条約（障害者権利条約）」

の批准に向けて、平成 23年の 「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律

（障害者虐待防止法）」の制定、平成 24 年の「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律（障害者自立支援法からの改称、障害者総合支援法）」の一部改正、平成 25年の 「障

害者の雇用の促進等に関する法律（障害者雇用促進法）」の一部改正等、国内の法整備が進められ、

平成 26 年に同条約を批准しました。その後も 「障害者総合支援法及び児童福祉法」の改正・施行

等により障害者福祉の向上のための法整備が進んでいます。また、令和３年５月の「障害者差別

解消法」の一部改正により、令和６年４月から民間事業者による“合理的配慮”の提供が義務化

され、さらに、 「障害者による情報の取得及び利用並びに意思疎通に係る施策の推進に関する法律

（障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法）」では障害者による情報の取得

及び利用・意思疎通に係る施策を総合的に推進すること等が規定されるなど、近年においても大

きな動きがみられます。 

 このような中、令和５年３月に「障害者基本計画（第５次）」が策定されました。計画の基本理

念には、全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重

し合う共生社会の実現に向け、障害者が自らの能力を最大限発揮して自己実現できるように支援

するとともに、社会参加を制約する社会的な障壁を除去するために政府が取り組むべき障害者施

策の基本的な方向を定めています。 

刈谷市（以下、「本市」という）では、平成 30年３月「刈谷市障害者計画」、令和３年３月に「第

６期刈谷市障害福祉計画・第２期刈谷市障害児福祉計画」を策定し、様々な障害者施策を推進し

てきました。近年では、肢体不自由児向けの特別支援学校の開校、地域生活支援拠点の運用開始、

日中サービス支援型を含むグループホームへの支援、手話は言語であることの理解を広め、普及

を図るための手話言語条例の制定など、障害者が安心して暮らし続けられる環境の整備に取り組

んできました。この度、両計画の計画期間が令和５年度に終了することから、社会情勢、国の動

向、これまでの本市の取組や障害者のニーズを踏まえ、令和６年度を初年度とする「刈谷市障害

者計画・第７期刈谷市障害福祉計画・第３期刈谷市障害児福祉計画」（以下、「本計画」という）を

一体的に策定します。 
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（２）障害者に関連する各種制度・法律等の動向 

■国と刈谷市の動き 

 国の主な流れ 概要 刈谷市の計画 

H18 障害者自立支援法施行 
自立支援法に基づく新体系サービスへの移行がはじ

まる。応益負担によるサービス費用の一部が自己負

担となる。 

 

刈 
谷 
市 
障 
害 
福 
祉 
計 
画 

H19 

学校教育法改正 特別支援教育がはじまる。 

刈 
谷 
市 
障 
害 
者 
計 
画 

障害者権利条約署名 
障害者の権利条約の締結に向けた取組みがはじま

る。 

H20 
障害者雇用促進法の 

一部改正 
障害者雇用納付金制度の適用対象範囲が拡大され

る。 

H21 障害者制度改革 「障がい者制度改革推進会議」が開催される。 
第 
２ 
期 
刈 
谷 
市 
障 
害 
福 
祉 
計 
画 

H22 
障害者自立支援法の 

一部改正 
利用者負担の見直し、障害者の範囲の見直し、相談

支援の充実、障害児支援の強化等が盛り込まれる。 

H23 
障害者虐待防止法成立 障害者に対する虐待の禁止、国等の責務を定める 

障害者基本法の一部改正 目的規定や障害者の定義等を見直される。 

H24 

障害者優先調達推進法成立 
障害者就労施設等の受注の機会を確保するために必

要な事項を定めることにより、障害者施設等が供給

する物品等に対する需要の増進を図る。 

刈 
谷 
市 
障 
害 
者 
計 
画 

第 
３ 
期 
刈 
谷 
市 
障 
害 
福 
祉 
計 
画 

障害者総合支援法成立 
「障害者基本法の一部改正」を踏まえた基本理念や、

障害者の範囲の拡大等が定められる。 

H25 障害者差別解消法成立 
差別を解消するための合理的配慮の不提供の禁止等

を定められる。 

H26 

障害者権利条約批准 
「障害者の権利に関する条約」の批准書を国際連合

事務総長に寄託し、2014 （平成26）年２月19日より国

内において効力が生じる。 

難病の患者に対する医療
等に関する法律成立 

難病患者に対する医療費助成に関して、法定化によ

り公平かつ安定的な制度とすることなどを定め、医

療費助成対象疾病を拡大。 第 
４ 
期 
刈 
谷 
市 
障 
害 
福 
祉 
計 
画 

H27 
障害者差別解消法 

基本方針の閣議決定 

「障害者差別解消法」に基づき、障害を理由とする

差別の解消に向けた政府の施策の総合的かつ一体的

な実施に関する基本的な考え方を示す。 

H28 

障害者雇用促進法改正 
雇用の分野における、差別的取扱いの禁止、合理的

配慮の提供を義務化する。 

障害者総合支援法及び 
児童福祉法の一部改正 

障害者の望む地域生活の支援や障害児支援のニーズ

の多様化へのきめ細かな対応、サービスの質の確保・

向上に向けた環境整備を進める。 
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 国の主な流れ 概要 刈谷市の計画 

H28 
発達障害者支援法の一部

改正 

教育場面における個別支援計画の作成やいじめ防

止、国を主体とする就労支援、家族等への支援、協議

会の設置等を規定。   

H29   

H30 

障害者による文化芸術活動

の推進に関する法律 

成立 

障がい者による文化芸術の鑑賞及び創造の機会の拡

大、文化芸術の作品等の発表の機会の確保等を規定。 

刈
谷
市
障
害
者
計
画 

第
５
期
障
害
福
祉
計
画 

第
１
期
障
害
児
福
祉
計
画 

ユニバーサル社会実現推

進法成立 

ユニバーサル社会の実現に向けた諸施策を総合的か

つ一体的に進める。 

R1 

視覚障害者等の読書環境

の整備の推進に関する法

律成立 

国や自治体に、視覚障害者等の読書環境を整備する

責務を規定。 

R1 
障害者雇用促進法の一部

改正 

「障害者活躍推進計画」策定の義務化、特定短時間

労働者を雇用する事業主に対する特例給付金の支給

等を規定。 

R2   

R3 

医療的ケア児及びその家

族に対する支援に関する法

律成立 

国や地方自治体が医療的ケア児及びその家族の支援

を行う責務を負う。 

第
６
期
障
害
福
祉
計
画 

第
２
期
障
害
児
福
祉
計
画 

障害者差別解消法の一部

改正 

事業者による障害者への合理的な配慮の提供を義務

化、国や地方公共団体の連携協力の責務の追加、差

別を解消するための支援措置の強化等を規定。 

R4 

障害者情報アクセシビリテ

ィ・コミュニケーション施策推

進法成立 

障害者による情報の取得利用・意思疎通に係る施策

を総合的に推進する。 

こども基本法成立 
令和５年 4 月の「こども家庭庁」の設置とともに施

行され、「こどもまんなか社会」の実現に向けてこど

も施策を総合的に推進する。 
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２ 計画の性格 

「刈谷市障害者計画」は障害者基本法第 11条第３項に基づく「市町村障害者計画」で、本市に

おける障害者施策の基本的な考え方を明らかにし、障害者施策の総合的な推進を目指すものです。

また、 「障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法」第９条第１項の規定の趣

旨も踏まえ策定します。 

また、「第７期刈谷市障害福祉計画・第３期刈谷市障害児福祉計画」は、障害者総合支援法第 88

条に基づく「市町村障害福祉計画」及び児童福祉法第 33 条の 20 に基づく「市町村障害児福祉計

画」で、計画期間各年度の障害福祉サービス等の見込み量や提供体制を定めるものです。 

本計画の策定にあたっては、国の 「障害者基本計画（第５次）」及び愛知県の「あいち障害者福

祉プラン」等の内容を踏まえて策定します。また、本市の最上位計画である「刈谷市総合計画」、

福祉分野の上位計画である「刈谷市地域福祉計画」と整合を図っていきます。 

■計画の関連イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                            等 

  

刈谷市総合計画 

刈谷市地域福祉計画 

刈谷市介護保険事業計画・刈谷市高齢者福祉計画 

刈谷市子ども・子育て支援事業計画 

刈谷市障害者計画 

第７期刈谷市障害福祉計画 

障害者基本法 

障害者総合支援法 

児童福祉法 第３期刈谷市障害児福祉計画 

【根拠法】 

あいち障害者福祉 

プラン 

【国・県の関連計画】 

【市の関連計画】

健康日本 21 かりや計画 

障害者基本計画 

刈谷 DX 推進計画 

刈谷市バリアフリー基本構想 
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３ 計画の期間 

「刈谷市障害者計画」の計画期間は、令和６年度から令和11年度までの６年間、「第７期刈谷

市障害福祉計画」「第３期刈谷市障害児福祉計画」は令和６年度から令和８年度までの３年間と

します。 

ただし、社会情勢の変化等を踏まえ、見直しの必要がある際は柔軟に対応します。 
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刈谷市障害者計画 
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4,067 4,072 4,051 4,024 3,909

944 980 1,012 1,039 1,0721,144 1,229 1,332 1,406 1,518

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

R1 R2 R3 R4 R5

(人)

身体障害者手帳 療育手帳 精神障害者保健福祉手帳

2.7 

33.4 

3.3 

8.4 

42.5 

31.1 

24.0 

20.3 

47.0 

64.9 

3.7 

18.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

身体障害者手帳所持者

療育手帳所持者

精神障害者保健福祉

手帳所持者

17歳以下 18～39歳 40～64歳 65歳以上

第１章 障害のある人等の状況 
 

１ 障害者等の現状 

（１）障害者手帳所持者の状況 

○本市の障害者手帳所持者数は、令和５年４月１日現在で身体障害者手帳所持者 3,909 人、

療育手帳所持者 1,072 人、精神障害者保健福祉手帳所持者 1,518 人となっています。身体

障害者手帳は市民の 39 人に１人、療育手帳は 142 人に 1 人、精神障害者保健福祉手帳は

100 人に１人が所持している状況です。 

○令和５年４月１日現在の手帳種別年齢層別構成比は、身体障害者手帳は 65 歳以上、療育手

帳は 18～39 歳、精神障害者保健福祉手帳は 40～64 歳が、それぞれ最も割合が高くなって

います。 

 

■障害者手帳所持者数の推移（各年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：福祉総務課 

■手帳種別年齢層別構成比（令和５年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

※グラフ中の「％」は、小数点第２位以下を四捨五入しているため、合計が 100％にならない場合があります。 

資料：福祉総務課 
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R1

R2

R3

R4

R5

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 合計

① 身体障害者 

○身体障害者手帳所持者数の推移をみると、６級の手帳所持者数が増加傾向にあります。 

○種類別では、令和５年４月１日現在、18 歳以上、18 歳未満ともに肢体不自由が最も高く、

次いで内部障害となっています。推移をみると、18 歳以上の視覚障害、内部障害で増加傾

向にあり、18 歳以上の肢体不自由で年々減少しています。 

 

■障害等級別 身体障害者手帳所持者数の推移（各年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：福祉総務課 

 

■障害種類・年齢区分別 身体障害者手帳所持者数の推移（各年４月１日現在） 

区分 R1 R2 R3 R4 R5 

視覚障害 
18 歳以上 192 196 195 206 212 

18 歳未満 2 2 2 1 1 

聴覚・言語障害 
18 歳以上 461 463 457 464 437 

18 歳未満 9 9 9 9 10 

肢体不自由 
18 歳以上 2,066 2,028 1,971 1,906 1,838 

18 歳未満 73 74 74 75 73 

内部障害 
18 歳以上 1,241 1,279 1,318 1,341 1,318 

18 歳未満 23 21 25 22 20 

合計 
18 歳以上 3,960 3,966 3,941 3,917 3,805 

18 歳未満 107 106 110 107 104 

資料：福祉総務課 
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■障害種類別 身体障害者手帳所持者数の推移（各年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：福祉総務課 

 

② 知的障害者 

○療育手帳所持者数の推移をみると、全ての等級で増加傾向にあります。 

 

■障害等級別 療育手帳所持者数の推移（各年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：福祉総務課 
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③ 精神障害者 

○精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移をみると、全ての等級で増加傾向にあります。 

 

■障害等級別 精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移（各年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：福祉総務課 

（２）難病患者等の状況 

○特定医療費受給者証所持者数は、増減を繰り返しつつ増加傾向となっています。 

○小児慢性特定疾病医療費受給者は、概ね 130～150 人で推移しています。 

 

■特定医療費受給者証所持者数の推移（各年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：衣浦東部保健所 
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（３）特別支援学級・特別支援学校の児童生徒数の状況 

○特別支援学級の児童生徒数は、小学校の特別支援学級と通級教室で増加傾向となっていま

す。 

○特別支援学校に通学する児童生徒数は、小学部、中学部が増加傾向にあります。高等部も

令和元年以降増加していましたが、令和５年に減少しています。 

 

■特別支援学級の児童生徒数の推移（各年５月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：学校教育課 

 

■特別支援学校の児童生徒数の推移（各年５月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：学校教育課 
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（４）障害支援区分認定者数の状況 

○本市の障害支援区分認定者数は、令和５年４月１日現在で 538 人となっています。 

○障害支援区分認定者数は増加傾向にあり、障害支援区分割合を経年でみると、区分２、５

の占める割合がやや高まっています。 

 

■障害支援区分認定者数の推移（各年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：福祉総務課 

 

■障害支援区分割合の推移（各年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

※グラフ中の「％」は、小数点第２位以下を四捨五入しているため、合計が 100％にならない場合があります。 

資料：福祉総務課 
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２ 当事者へのアンケートについて 

（１）アンケート調査の概要 

障害者手帳所持者（身体障害者手帳所持者、療育手帳所持者、精神障害者保健福祉手帳所持者）、

障害福祉サービス利用者を対象にアンケート調査を実施しました。 

 

■調査に関する事項（各調査共通） 

区分 内容 

調査票の配布・回収方法 郵送配布・郵送回収（一部ＷＥＢ回答） 

調査基準日 令和４年 11 月１日現在 

調査期間 令和４年 11 月 19 日～令和４年 12 月９日 

 

■配布・回収に関する事項 

区分 障害者 障害児 

調

査

対

象

者 

条 件 

 

障害者手帳所持者 

障害者手帳所持者 

障害福祉サービスなどを利用している 

18 歳未満 

調査数 1,826 人 524 人 

所持者数 5,971 人 771 人 

有効回収件数 964 件（うちＷＥＢ 81 件） 261 件（うちＷＥＢ 47 件） 

有効回収率 52.8％ 49.8％ 

 

（２）グラフ等をみる際の留意点 

○図表中の「Ｎ数（number of case）」は集計対象者総数（あるいは回答者限定設問の限定条件に

該当する人）を示しています。 

○グラフ中の「％」は、小数第２位を四捨五入しているため、単数回答の設問（１つだけに○を

つけるもの）であっても合計が 100.0％にならない場合があります。 

○図表中おいて、「不明・無回答」とあるものは、回答が示されていない、または回答の判別が著

しく困難なものです。 

 

  



15 

16.9 
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4.4 
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4.3 

5.5 

4.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

身体障害(N=531)

知的障害（N=274）

精神障害（N=278）

自宅でひとり暮らしをしたい

自宅で家族と一緒に暮らしたい

福祉施設（障害者施設、高齢者施設）で暮らしたい

グループホームなどで仲間と地域で共同生活がしたい

その他

不明・無回答

（３）調査結果 

①生活支援について 

○現在暮らしている場所は、いずれの障害でも「自宅で家族等と暮らしている」が概ね 70％以上

と高くなっています。 

○今後の希望する暮らしでも、「自宅で家族と一緒に暮らしたい」が大部分となっていますが、知

的障害では 10.2％がグループホームで暮らすことを希望しています。 

○希望する暮らしを送るための支援は、いずれの障害でも「経済的な負担の軽減」が高くなって

います。また、障害児で「生活訓練などの充実」が他に比べて高く、ニーズがあることがうか

がえます。その他、知的障害、精神障害、障害児では「相談対応などの充実」も比較的高くなっ

ています。 

■今後３年以内の希望する暮らし方（単数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

■希望する暮らしを送るための支援（複数回答） 

 身体障害(N＝531) 知的障害(N＝274) 精神障害(N＝278) 障害児(N＝261) 

第１位 
経済的な負担の軽減

（44.8％） 

経済的な負担の軽減

（46.0％） 

経済的な負担の軽減

（68.3％） 

経済的な負担の軽減

（61.7％） 

第２位 

必要な在宅サービスが

適切に利用できること

（36.0％） 

相談対応などの充実

（38.3％） 

相談対応などの充実

（43.9％） 

相談対応などの充実

（53.3％） 

第３位 

在宅で医療的ケアなど

が適切に得られること

（28.8％） 

必要な在宅サービスが

適切に利用できること

（33.6％） 

生活に適した住居の確

保（28.8％） 

生活訓練などの充実

（48.3％） 
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②日中活動や雇用・就労について 

○外出頻度は知的障害、障害児で比較的多くなっています。「外出しない」と「年に数回」といっ

た閉じこもり傾向にある人は身体障害で合わせて 6.5％、知的障害で 3.3％、精神障害で 3.2％

となっています。 

○外出時に困っていることでは、「困った時にどうすればいいか心配」が知的障害、精神障害、障

害児で高く、不測の事態に対する不安が大きいことがうかがえます。身体障害では「公共交通

機関が少ない（ない）」などの物理的な障壁について高くなっています。 

また、年齢別で見ると、64 歳以下で「外出にお金がかかる」といった経済面での不安、65歳以

上で「道路や駅に階段や段差が多い」といったハード面での不安も高くなっています。 

○日中活動の状況では、「仕事をしている」割合がいずれの障害も約 20～30％となっています。身

体障害の 65 歳以上で「自宅で過ごしている」割合が高くなっています。知的障害では「仕事を

している」と「福祉施設、作業所などに通っている」を合わせて 72.2％と、何らかの就労的な

活動をしています。精神障害では「自宅で過ごしている」が 29.1％と高く、どこともつながり

を持たずに暮らしている可能性があります。 

○仕事をしている障害のある人の職場での悩みでは、特に精神障害で「仕事中の体調の変化に不

安がある」や「自分の考えや思ったことが伝えられない」などが高くなっており、身体障害、

知的障害のある人に比べて悩み等を抱えやすいことがうかがえます。 

○仕事をしていない障害者で、就労を希望すると回答した割合は身体障害で 13.1％、知的障害で

34.4％、精神障害で 45.2％となっています。 

 

■外出時に困っていること（複数回答） 

 身体障害(N＝531) 知的障害(N＝274) 精神障害(N＝278) 障害児(N＝261) 

第１位 
公共交通機関が少ない

（ない）（23.9％） 

困った時にどうすれば

いいのか心配（44.9％） 
外出にお金がかかる

（36.0％） 

困った時にどうすれば

いいのか心配（36.0％） 

困った時にどうすれば

いいのか心配（41.0％） 

第２位 道路や駅に階段や段差

が多い（23.5％） 

困った時にどうすれば

いいのか心配（23.5％） 

交通手段がない、少な

い（23.4％） 

切符の買い方や乗換え

の方法がわかりにくい

（22.2％） 

第３位 

切符の買い方や乗換え

の方法がわかりにくい

（22.6％） 

周囲の目が気になる

（23.7％） 

周囲の目が気になる

（19.9％） 

 

■仕事の悩み・不安（複数回答） 

 身体障害(N＝115) 知的障害(N＝90) 精神障害(N＝72) 

第１位 
仕事中の体調の変化に不安が

ある（20.9％） 

自分の考えや思ったことが伝

えられない（28.9％） 
仕事中の体調の変化に不安が

ある（44.4％） 

第２位 
賃金や待遇面で不満がある

（15.7％） 

職場内で障害に対する理解が

不足している（13.3％） 

自分の考えや思ったことが伝

えられない（37.5％） 

第３位 
自分の考えや思ったことが伝

えられない（12.2％） 

賃金や待遇面で不満がある

（12.2％） 

通勤が大変である（12.2％） 

相談できる人や援助者がいな

い（12.2％） 

仕事中の体調の変化に不安が

ある（12.2％） 

職場内で障害に対する理解が

不足している（27.8％） 
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身体障害（N＝41）

知的障害（N＝155）

精神障害（N＝6）

手帳不所持（N＝77）

普通学校において、できるだけ他の児童・生徒と同じ教育やサポートを受けられる環境

普通学校の特別支援学級において、他の児童・生徒と交流しながら、できるだけ専門的な教育やサポートを受けられる環境

特別支援学校において、専門的な教育やサポートを受けられる環境

その他

不明・無回答

0

③療育・教育・就学・就職について（障害児） 

○障害児が求める療育上の支援では「きめ細やかな支援」という支援技術に関することや、「関係

機関の連携」「情報提供」「日中、療育を受けられる場の充実」が 50％以上と高くなっています。 

○望ましい就学環境について、「普通学校の特別支援学級において、他の児童・生徒と交流しなが

ら、できるだけ専門的な教育やサポートを受けられる環境」が身体障害で 41.5％、知的障害で

54.2％、手帳不所持で 51.9％と高くなっています。 

○園、学校生活を送る上で充実してほしいことは、「障害に対する職員の理解促進」が 75.1％と最

も高くなっています。 

○将来働くことの希望では、「一般の職場」が 39.5％と、一般就労を希望する回答割合が高くなっ

ています。 

■望ましい就学環境（単数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④相談状況や情報取得について 

○悩んでいることや相談したいことは、身体障害、精神障害で「自分の健康や治療のこと」、障害

児で「就学や進学のこと」が高くなっています。精神障害では「生活費など経済的なこと」も

高くなっています。 

○相談先に求めるものは障害児では「専門性」が、その他の障害では「行きやすさ」といった立

地的なことがあがっています。精神障害では「土日や平日夜などでも相談できること」ととい

った、時間に関わらない相談も比較的ニーズが高くなっています。 
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■悩んでいることや相談したいこと（複数回答） 

 身体障害(N＝531) 知的障害(N＝274) 精神障害(N＝278) 障害児(N＝261) 

第１位 
自分の健康や治療のこ

と（34.5％） 

生活費など経済的なこ

と（23.4％） 

自分の健康や治療のこ

と（50.4％） 

就 学 や 進 学 の こ と

（48.7％） 

第２位 
生活費など経済的なこ

と（22.6％） 
緊急時や災害時のこと

（23.0％） 

生活費など経済的なこ

と（48.6％） 

仕 事 や 就 職 の こ と

（21.1％） 

第３位 

介 助 や 介 護 の こ と

（17.1％） 

緊急時や災害時のこと

（17.1％） 

自分の健康や治療のこ

と（20.1％） 

仕 事 や 就 職 の こ と

（25.9％） 

意思表示ができないこ

と（18.8％） 

 

■相談先に求めるもの（複数回答） 

 身体障害(N＝531) 知的障害(N＝274) 精神障害(N＝278) 障害児(N＝261) 

第１位 

行きやすい、身近な地

域で相談できること

（28.8％） 

行きやすい、身近な地

域で相談できること

（37.2％） 

行きやすい、身近な地

域で相談できること

（36.3％） 

相談対応する職員に専

門 性 が あ る こ と

（55.6％） 

第２位 

土日や平日夜などでも

相 談 で き る こ と

（23.0％） 

相談対応する職員に専

門 性 が あ る こ と

（29.6％） 

相談対応する職員に専

門 性 が あ る こ と

（31.7％） 

行きやすい、身近な地

域で相談できること

（42.1％） 

第３位 
１つの窓口で対応でき

ること（22.6％） 

土日や平日夜などでも

相 談 で き る こ と

（25.2％） 

土日や平日夜などでも

相 談 で き る こ と

（30.6％） 

１つの窓口で対応でき

ること（20.7％） 

 

⑤保健・医療について 

○医療を受ける上での困りごとは、いずれの障害でも「特に困っていることはない」が最も高く

なっています。また、「特に困っていることはない」以外では、「医師・看護師などに病気の症

状を正しく伝えられない」がやや高くなっています。障害児では「専門的な治療をしてくれる

病院が近くにない」も高くなっています。 

■医療を受ける上で困っていること（「特に困っていることはない」を除く）（複数回答） 

 身体障害(N＝531) 知的障害(N＝274) 精神障害(N＝278) 障害児(N＝261) 

第１位 

医師・看護師などに病

気の症状を正しく伝え

られない（13.6％） 

医師・看護師などに病

気の症状を正しく伝え

られない（28.5％） 

医師・看護師などに病

気の症状を正しく伝え

られない（24.5％） 

医師・看護師などに病

気の症状を正しく伝え

られない（17.6％） 

第２位 

いくつもの病院に通わ

な け れ ば な ら な い

（12.6％） 

医師・看護師などの指

示や説明がよくわから

ない（20.1％） 

いくつもの病院に通わ

な け れ ば な ら な い

（16.5％） 

専門的な治療をしてく

れる病院が近くにない

（17.2％） 

第３位 

医師・看護師などの指

示や説明がよくわから

ない（10.0％） 

いくつもの病院に通わ

な け れ ば な ら な い

（12.0％） 

医療費の助成制度がわ

かりにくい（10.8％） 

いくつもの病院に通わ

な け れ ば な ら な い

（13.0％） 
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⑥障害福祉サービス等について 

○サービスにおいて、「今より利用を増やす」割合が高いサービスは、身体障害では「居宅介護」

「短期入所」、知的障害では「移動支援」「短期入所」「共同生活援助」「日中一時支援」「居宅介

護」、精神障害では「就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）」「就労移行支援」「就労定着支援」「計画相談

支援」「地域移行支援」、障害児では「放課後等デイサービス」「移動支援」「日中一時支援」「児

童発達支援」「障害児相談支援」「レスパイト」となっており、これらのサービスでは利用量が

増加する可能性があります。 

■今より利用を増やすサービス（複数回答） 

 身体障害(N＝531) 知的障害(N＝274) 精神障害(N＝278) 障害児(N＝261) 

第１位 
居宅介護（ホームヘル

プ）（4.5％） 
移動支援（8.4％） 

就労継続支援（Ａ型、

Ｂ型）（6.8％） 

放課後等デイサービス

（19.2％） 

第２位 
短期入所（ショートス

テイ）（4.0％） 
短期入所（ショートス

テイ）（7.7％） 
就労移行支援（6.5％） 移動支援（11.9％） 

第３位 移動支援（3.6％） 共同生活援助（グルー

プホーム）（6.9％） 

日中一時支援（6.9％） 

就労定着支援（5.8％） 日中一時支援（8.4％） 

第４位 計画相談支援（2.4％） 計画相談支援（5.0％） 児童発達支援（6.5％） 

第５位 施設入所支援（2.1％） 
居宅介護（ホームヘル

プ）（5.5％） 
地域移行支援（3.6％） 

障 害 児 相 談 支 援

（5.7％） 

レスパイト（5.7％） 

 

⑦スポーツ・文化芸術活動について 

○スポーツ・文化芸術活動に参加している障害者の割合は、身体障害で 13％、知的障害で 18.6％、

精神障害で 5.8％となっています。今後の参加意向は、知的障害、精神障害で約 10％～20％み

られます。 

○スポーツ・文化芸術活動への参加条件は、身体障害、知的障害で「身近なところで活動できる」、

精神障害で「経済的な負担が少ない」が高くなっています。 

■スポーツや文化芸術活動への参加条件（複数回答） 

 身体障害(N＝137) 知的障害(N＝107) 精神障害(N＝70) 

第１位 
身近なところで活動できる

（58.4％） 

身近なところで活動できる

（55.1％） 

経 済 的 な 負 担 が 少 な い

（67.1％）  

第２位 活動情報の提供（40.1％） 活動情報の提供（46.7％） 
身近なところで活動できる

（60.0％） 

第３位 
障害のある人もない人も一緒

に活動できる（37.2％） 

適切な指導者やリーダーがい

る（39.3％） 
活動情報の提供（55.7％） 
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0.9 

2.6 

0.4 

0.4 

0.9 

1.1 

0.4 

0.0 

36.2 

52.9 

48.9 

76.6 

47.6 

30.7 

37.4 

17.2 

14.3 

12.8 

12.9 

5.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

身体障害(N=531)

知的障害（N=274）

精神障害（N=278）

障害児(N=261)

すでに活用している

すぐに必要なので、活用したい

今は必要ないが、将来必要になった時のために制度を知りたい

活用したいと思わない

不明・無回答

⑧権利擁護について 

○差別等の経験は知的障害、精神障害で約 30％が「ある」となっています。「少しある」も含める

と、身体障害以外では 50％以上が差別等を経験しています。 

○差別等の経験の場所は知的障害、精神障害、障害児では「学校・仕事場」、身体障害、知的障害、

障害児では「外出中」が高くなっています。精神障害で「仕事を探すとき」も高くなっていま

す。 

○成年後見制度についてはいずれの障害も「制度も内容も知らない」が40％弱となっており、周知

が進んでいないことが伺えます。 

○成年後見制度の利用意向では「今は必要ないが、将来必要になった時のために制度を知りたい」

が知的障害で 52.9％、精神障害で 48.9％、障害児で 76.6％と高くなっており、情報取得のニー

ズがあることが伺えます。 

○合理的配慮に求めることで平成 28年調査と比較すると、「特に合理的配慮を必要としない」が高

くなっており、社会において、合理的配慮に取り組む意識が一定程度醸成されてきていることも

要因のひとつとして考えられます。 

■成年後見制度の利用状況・利用意向（単数回答） 
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⑨地域の福祉について 

○受けたいボランティアでは、「緊急時の連絡や応対」が知的障害で 31.8％、精神障害で 28.4％

と、それぞれ高くなっています。 

○地域行事等への参加状況は身体障害、知的障害で 10％強、精神障害で 6.8％と、低くなってい

ます。知的障害では「今後参加したい」が 19.7％と、他の障害に比べて参加意向が高くなって

います。 

○参加したい地域の活動や行事は、「地域の行事・イベントへの参加」が身体障害で 53.9％、知的

障害で 67.0％、精神障害で 64.2％と、それぞれ最も高くなっています。精神障害では「障害を

理解する地域の勉強会や講演への協力」が他の障害と比べて高くなっており、障害特性が外見

上でわかりにくい精神障害に対する理解を深めてほしいと希望していると考えられます。 

■参加したい地域の活動や行事（複数回答） 

 身体障害(N＝128) 知的障害(N＝91) 精神障害(N＝53) 

第１位 
地域の行事・イベントへの参加

（53.9％）  

地域の行事・イベントへの参加

（67.0％）  

地域の行事・イベントへの参加

（64.2％）  

第２位 

地域で活動する団体（自治会・

子ども会・老人クラブなど）へ

の参加（39.1％） 

地 域 の 防 災 活 動 へ の 参 加

（20.9％） 

障害を理解する地域の勉強会

や講演への協力（28.3％） 

第３位 
地 域 の 防 災 活 動 へ の 参 加

（30.5％） 

地域の行事・イベントの開催の

手伝い（15.4％） 

地域で活動する団体（自治会・

子ども会・老人クラブなど）へ

の参加（26.4％） 

 

⑩災害時について 

○災害時の避難については「できない」が知的障害で 45.6％、障害児で 66.3％と高くなっていま

す。 

○一緒に避難してもらう人がいない割合は身体障害で 11.5％、精神障害で15.1％となっています。 

○災害時に困ることは身体障害、知的障害、障害児で「避難場所の設備（トイレなど）や生活環境

が不安」、精神障害で「投薬や治療が受けられない」がそれぞれ最も高くなっています。知的障害、

精神障害、障害児では「周囲とコミュニケーションがとれない」も高くなっています。 

■災害時に困ること（複数回答） 

 身体障害(N＝531) 知的障害(N＝274) 精神障害(N＝278) 障害児(N＝261) 

第１位 

避難場所の設備（トイ

レなど）や生活環境が

不安（51.4％） 

避難場所の設備（トイ

レなど）や生活環境が

不安（50.4％） 

投薬や治療が受けられ

ない（60.8％） 

避難場所の設備（トイ

レなど）や生活環境が

不安（53.3％） 

第２位 
投薬や治療が受けられ

ない（47.5％） 

周囲とコミュニケーシ

ョ ン が と れ な い

（44.5％） 

避難場所の設備（トイ

レなど）や生活環境が

不安（51.4％） 

周囲とコミュニケーシ

ョ ン が と れ な い

（51.3％） 

第３位 

安全なところまで、迅

速に避難することがで

きない（39.5％） 

安全なところまで、迅

速に避難することがで

きない（41.6％） 

周囲とコミュニケーシ

ョ ン が と れ な い

（26.6％） 

安全なところまで、迅

速に避難することがで

きない（49.0％） 
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⑪支援者について 

○支援者の年齢はいずれの障害でも「40～64 歳」が最も高くなっています。「65～74歳」「75歳以

上」といった高齢の支援者の割合は、身体障害で 44.6％、精神障害で 39.6％を占めています。 

○介助で困っていることでは、身体障害、知的障害では「緊急時の対応に不安がある」、精神障害、

障害児では「精神的な負担が大きい」が高くなっています。 

○障害児の保護者や家族へ必要な支援では、「発達障害児や発達に不安のあるお子さんの教育経験

者の体験談や情報提供」 「保護者への心理的ケアやカウンセリング」 「専門家による子育て相談」

が高くなっています。 

■介助で困っていること（複数回答） 

 身体障害(N＝310) 知的障害(N＝194) 精神障害(N＝159) 障害児(N＝238) 

第１位 
緊急時の対応に不安が

ある（46.1％） 

緊急時の対応に不安が

ある（47.4％） 

精神的な負担が大きい

（45.3％） 

精神的な負担が大きい

（49.2％） 

第２位 
代わりに介助を頼める

人がいない（30.0％） 
代わりに介助を頼める

人がいない（33.5％） 

精神的な負担が大きい

（33.5％） 

経済的な負担が大きい

（33.3％） 

緊急時の対応に不安が

ある（40.8％） 

第３位 
精神的な負担が大きい

（29.0％） 

緊急時の対応に不安が

ある（28.9％） 

自分の余暇・仕事など

のための時間がとれな

い（34.5％） 
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１ 保健・医療

２ 生活支援サービス

３ 相談・情報提供

４ 障害のある

子どもの教育・育成
５ 雇用・就労

６ スポーツ・文化芸術

７ まちづくり
８ 障害と障害の

ある人への理解

９ 地域福祉の推進

3.60

3.70

3.80

3.90

4.00

4.10

4.20

4.30

2.80 2.85 2.90 2.95 3.00 3.05 3.10 3.15 3.20 3.25 3.30 3.35

Ⅰ．重点取組エリア Ⅱ．継続取組エリア

Ⅲ．取組強化エリア Ⅳ．取組検討エリア

平均値
（ )4.00 

平均値（ ）2.99 

重
要
度
高
い

重
要
度
低
い

満足度低い 満足度高い

⑫障害者施策について 

○満足度が低く、重要度が高い『重点取組エリア』に含まれる施策は、３障害及び障害児の

共通の事項は「障害と障害のある人への理解」となっています。 

○障害別の『重点取組エリア』に含まれる施策は身体障害で、 「４ 障害のある子どもの教育・

育成」「５ 雇用・就労」 「７ まちづくり」「８ 障害と障害のある人への理解」、知的障害

で 「２ 生活支援サービス」 「８ 障害と障害のある人への理解」、精神障害で「５ 雇用・

就労」「８ 障害と障害のある人への理解」、障害児で「４ 障害のある子どもの教育・育

成」「５ 雇用・就労」「８ 障害と障害のある人への理解」となっています。 

 

 

■施策の満足度・重要度（身体障害；N＝531） 
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１ 保健・医療

２ 生活支援サービス

３ 相談・情報提供

４ 障害のある子どもの

教育・育成

５ 雇用・就労

６ スポーツ・文化芸術

７ まちづくり

８ 障害と障害のある人

への理解

９ 地域福祉の推進

3.40

3.50

3.60

3.70

3.80

3.90

4.00

4.10

4.20

4.30

4.40

2.70 2.80 2.90 3.00 3.10 3.20 3.30 3.40

Ⅰ．重点取組エリア Ⅱ．継続取組エリア

Ⅲ．取組強化エリア Ⅳ．取組検討エリア

平均値
（ )4.04 

平均値（ ）3.00 

重
要
度
高
い

重
要
度
低
い

満足度低い 満足度高い

１ 保健・医療

２ 生活支援サービス ３ 相談・情報提供

４ 障害のある子どもの

教育・育成

５ 雇用・就労

６ スポーツ・文化芸術

７ まちづくり
８ 障害と障害のある人

への理解

９ 地域福祉の推進

3.50

3.60

3.70

3.80

3.90

4.00

4.10

4.20

4.30

2.70 2.80 2.90 3.00 3.10 3.20 3.30 3.40

Ⅰ．重点取組エリア Ⅱ．継続取組エリア

Ⅲ．取組強化エリア Ⅳ．取組検討エリア

平均値
（ )4.03 

平均値（ ）2.91 

重
要
度
高
い

重
要
度
低
い

満足度低い 満足度高い

 ■施策の満足度・重要度（知的障害；N＝274）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「７ まちづくり」はⅡ継続取組エリアに含まれています。 

 

■施策の満足度・重要度（精神障害；N＝278） 
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１ 保健・医療

２ 生活支援サービス

３ 相談・情報提供

４ 障害のある子どもの

教育・育成

５ 雇用・就労

６ スポーツ・文化芸術

７ まちづくり

８ 障害と障害のある人

への理解

９ 地域福祉の推進

3.50

3.70

3.90

4.10

4.30

4.50

4.70

4.90

2.60 2.70 2.80 2.90 3.00 3.10 3.20 3.30

Ⅰ．重点取組エリア Ⅱ．継続取組エリア

Ⅲ．取組強化エリア Ⅳ．取組検討エリア

平均値
（ )4.26 

平均値（ ）2.94 

重
要
度
高
い

重
要
度
低
い

満足度低い 満足度高い

■施策の満足度・重要度（障害児；N＝261） 
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３ 当事者団体等へのヒアリング調査について 
 

（１）ヒアリング調査の概要 

当事者団体、障害福祉サービス提供事業所を対象に、刈谷市における障害者を取り巻く現

状や課題、今後の方向性などを把握するために実施しました。 

調査対象者 
当事者団体：９団体 

障害福祉サービス提供事業所：40 法人 

調査期間 
調査シートの配付：令和４年 11 月 11 日～11 月 30 日 

調査シートに基づく面談による聞き取り調査：令和５年１月６日～１月 17 日 

調査方法 
各団体・事業所を対象に調査シートを郵送またはＦＡＸにて配付・回収 

調査シートに基づき、いくつかの団体・事業所に面談によるヒアリング調査を実施 

 

（２）グラフ等をみる際の留意点 

○図表中の「Ｎ数（number of case）」は集計対象者総数（あるいは回答者限定設問の限定条件に

該当する人）を示しています。 

○グラフ中の「％」は、小数第２位を四捨五入しているため、単数回答の設問（１つだけに○を

つけるもの）であっても合計が 100.0％にならない場合があります。また、複数回答の設問の場

合（いくつでも○をつけるものなど）は「Ｎ」に対する各選択肢の回答者数の割合を示してい

ます。 

○図表中おいて、「不明・無回答」とあるものは、回答が示されていない、または回答の判別が著

しく困難なものです。 
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77.8 

55.6 

44.4 

33.3 

22.2 

11.1 

11.1 

11.1 

11.1 

0.0 

0.0 

0.0 

11.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新規メンバーの加入が少ない

役員のなり手がいない

メンバーに世代などの偏りがある

情報発信する場や機会が乏しい

活動メンバーの専門性が不足している

会議や活動の場所の確保に苦労する

活動がマンネリ化している

資金が不足している

その他

活動に必要な情報が集まらない

他の団体と交流する機会が乏しい

特に困ったことはない

不明・無回答
（N＝９）

72.5 

52.2 

33.3 

31.9 

30.4 

26.1 

17.4 

15.9 

15.9 

13.0 

11.6 

7.2 

1.4 

1.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

職員の確保が難しい

職員の資質向上を図ることが難しい

事務作業量が多い

給付費がサービス提供コストに十分見合っていない

利用者の確保が難しい

感染症や災害が発生した場合の事業継続に不安がある

老朽化への対応やバリアフリー化など施設・設備の改善が難しい

利用者や家族のサービス利用に対する理解が進んでいない

労働条件の改善が難しい

障害者関連の制度改正など、必要な情報の入手が難しい

行政と連携をとることが難しい

その他

特に問題を感じることはない

不明・無回答 （Ｎ＝69）

（３）調査結果 

①当事者団体の状況 ※団体のみへの設問 

○団体活動においては、多くの団体で構成員の減少がみられ、加入者の少なさ、役員のなり手が

いないこと等が課題としてあげられています。 

■活動上の課題（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②障害福祉サービス事業所の状況 ※事業所のみへの設問 

○事業運営上の課題としては「職員の確保が難しい」が 72.5％、 「職員の資質向上を図ることが

難しい」が 52.2％と、人材の量・質両面の課題を持っていることが伺えます。 

■事業運営上の課題（複数回答） 
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③分野別の課題について 

ア 保健・医療について 

○通院・診療について、障害のある人の診療を受けやすくすることが求められています。 

○医療機関と事業所等の関係機関との連携の仕組みづくりが必要です。 

○障害の早期発見のための健診、早期の療育のフォロー体制の強化が求められています。 

 

イ 生活支援サービスについて 

○親亡き後の住まいの確保として、グループホーム等の住まいの充実がより一層必要です。グ

ループホームは徐々に整備されてきている一方で、緊急時の対応や、重度障害の人等の住ま

い等の多様なニーズに対応できる事業所の参入促進が求められています。 

 

ウ 相談・情報提供について 

○事業所運営について、相談支援事業所の相談員の負担が増大しており、人材確保が課題とな

っています。 

○障害者施設、相談支援事業所、行政等の情報共有や連携の必要性に関する意見が多くあげら

れています。 

 

エ 障害のある子どもの教育・育成について 

○グレーゾーンや発達に疑いのある子どもの早期発見・早期療育のできる体制や、保護者に対

する相談支援、学校教員の人材育成の必要性等の意見がありました。 

○学校卒業後に福祉サービス内容が変化することから、生活介護や就労関係の事業所との情報

共有が求められています。 

○就学支援や学級選択、放課後等デイサービスまで、相談から支援までの切れ目のない支援が

求められています。 

 

オ 雇用・就労について 

○障害者雇用が増加傾向にあり、本人の特性、障害の程度に合わせた就労の選択ができる就労

支援が求められています。 

○福祉的就労について、短時間就労や在宅ワークなど、多様な働き方ができる環境整備が求め

られています。 

○一般就労に関して、職場の障害理解や一般企業の雇用促進に関する意見が多くあげられてい

ます。 

 

カ スポーツ・文化芸術活動について 

○気軽に参加できるイベントの開催や設備を含めた環境整備が求められています。 

○障害があっても楽しめる機会の提供に関する意見が多くあげられています。 
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キ まちづくりについて 

○バスの本数を増やすなど、公共機関の利便性に関する意見が多くあげられています。また、

車いすでの移動をしやすいように施設のバリアフリー化の充実が求められています。 

○災害時に関して、福祉避難所における配慮・支援について、避難場所についての情報提供が

求められています。 

 

ク 障害と障害のある人への理解について 

○障害のある人・ない人に関わらず交流できる機会の充実についての意見が多くあげられてい

ます。 

○学校教育において福祉教育の充実等、次世代の理解促進を図ることが求められています。 

 

ケ 地域福祉の推進について 

○ボランティア情報の周知や、交流、連携についての要望をする意見が多くあげられています。 

 ○地域との連携や交流、情報共有する場が求められています。 
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第２章 計画の基本的な考え方 
 

１ 基本理念 

本市は、これまで「ノーマライゼーション」を基本理念とし、障害者施策を推進してきまし

た。その結果、様々な専門的な機関が整備され、関係機関の連携体制が構築されるなど、一定の

成果がみられています。一方で、解決すべき課題はまだ多くあります。そこで、「刈谷市障害者

計画」においても引き続き「ノーマライゼーション」を基本理念とし、障害のある人の暮らしを

支援します。 

 

基本理念 

ノーマライゼーション 
障害のあるなしにかかわらず、地域や家庭で普通の暮らしができる社会をめざす 

 

目指す姿 

共に暮らせるまち 刈谷 
すべての市民が人格と個性を尊重されるまちづくりを進め、障害のあるなしにかかわらずいきいきと働き、あらゆる活動に参加でき、

安心して暮らせる刈谷市をつくる 

 

２ 基本目標 

基本目標１ 暮らしの基盤づくり 

障害のある人もない人も安心して暮らすことができるよう、障害を予防・軽減する保健・医療

施策の推進、障害のある人の暮らしを支える障害福祉サービス等の提供、相談支援や情報提供を

行います。 

基本目標２ 自立と社会参加の基盤づくり 

障害のある人がいきいきと暮らすことができるよう、障害の特性に合った療育や学校教育体制

の整備、障害のある人の自立や社会参加につながる雇用・就労の推進、暮らしを豊かにするスポ

ーツや文化芸術活動の機会の充実を図ります。 

基本目標３ 人にやさしいまちづくり 

障害のある人が地域社会の一員として生活することができるよう、環境の整備や災害時への対

策などのまちづくり、地域住民の障害への理解促進、地域でお互いが支えあって暮らすための地

域福祉の推進を図ります。  
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３ 施策の重点課題 

 本市の現状・課題を受け、本計画期間中に特に取り組むべき重点課題を以下のとおりとします。 

 

（１） 障害のある人の権利擁護とさらなる差別の解消 

 虐待防止や権利擁護にかかる制度の継続的な周知や、必要な人への利用促進を図る必要が

あります。また、ＳＤＧｓ等、国際的な動向も踏まえて、市全体で社会的障壁の除去に向け

た取組を総合的に進めていくことが重要です。 

 

（２） 多様な就労への支援 

 現在就労をしていないが就労を希望する人がみられることから、就労の受け皿の確保が必

要です。また、一般就労、福祉的就労等、障害のある人の特性や希望に合わせた多様な働き

方への支援が必要です。 

 

（３） 障害のある子どもや保護者への支援の充実 

 令和３年９月に施行された医療的ケア児支援法において、市町村が医療的ケア児及びその

家族に対する支援を行う責務を有することが明記されました。同法に基づき、医療的ケア児

への対応充実を図る必要があります。 

また、発達障害のある子ども等、多様な特性を持つ人、ペアレントトレーニング等による

保護者支援等、子ども・保護者や支援者が安心できる支援の充実が重要です。 

 

（４） 障害のある人が安心・安全に暮らせるまちづくり 

 グループホームは充実しつつありますが、重度の障害のある人や一人暮らしを支える支援

など、「親亡き後」を支えるための多様な暮らしを支援していくことが重要です。 

令和３年５月施行の改正災害対策基本法において、個別避難計画の策定が努力義務とされ

ており、個別避難計画の策定促進が必要です。また、災害時の避難に関する取組、避難所に

おける対応等、障害のある人が災害時に安心できる体制を充実させることが必要です。 
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（５） 相談支援の充実 

 計画相談支援等における対応の拡充が求められています。また、全国的に福祉分野全体に

おいて世帯単位での包括的な相談支援やアウトリーチ等の強化が求められており、庁内の連

携体制強化や相談体制の構築を進めることが重要です。 

 

（６） デジタル化等、社会情勢への対応 

 障害者による情報の十分な取得利用・円滑な意思疎通のためには、情報アクセシビリティ

の向上等に寄与するデジタルツールの導入が必要です。また、障害福祉分野のサービス事業

者における業務負担軽減、効率化等に向けたデジタル活用を促進していくことも重要です。 
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４ 施策の体系 
 

基本目標 施策 施策の方向性 

１ 

暮
ら
し
の
基
盤
づ
く
り 

（１）保健・医療 

① 疾病の予防と早期発見・早期治療の推進 

② 健康の保持・増進 

③ 医療サービスの充実 

（２）生活支援サービス 

① 訪問系サービスの充実 

② 日中活動系（通所系）サービスの充実 

③ 短期入所等の充実 

④ 生活の場の確保 

⑤ その他の生活支援 

⑥ 障害のある人の地域移行 

（３）相談・情報提供 

① 相談支援体制の充実 

② 情報提供の充実 

③ 障害のある人の権利擁護 

２ 

自
立
と
社
会
参
加
の
基
盤
づ
く
り 

（１）障害のある子どもの教育・育成 

① 早期療育の充実 

② 学校教育の充実 

③ 子育て支援の充実 

④ 医療的ケア児の支援 

（２）雇用・就労 

① 雇用の場の拡大 

② 個々に応じた就労支援 

③ 総合的な就労支援施策の推進 

（３）スポーツ・文化芸術活動 
① スポーツ・文化芸術活動の推進 

② 参加しやすい環境の整備 

３ 

人
に
や
さ
し
い
ま
ち
づ
く
り 

（１）まちづくり 

① ユニバーサルデザインのまちづくり 

② 安全な移動の確保 

③ 防災・防犯対策の推進 

（２）障害と障害のある人への理解 

① 広報・啓発の推進 

② 福祉教育の推進 

③ 交流活動の推進 

（３）地域福祉の推進 
① 地域福祉活動の推進 

② 関係団体との連携 
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第３章 施策の展開 
  
 

 

 「第３章 施策の展開」では、以下のような記載により、今後の取組みを示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「第３章 施策の展開」の見方 

基本目標 

施策の方向性 

現状・課題 

施策ごとに国の動きや刈谷市

の概況を記載しています。 

施策 

事業とその方向性・担当課 

事業ごとに、「事業名」、事業内容と今後

の「方向性」、事業の主な「担当課」を記

載しています。 

※担当課の名称は 2023（令和 5）年度時

点のものであり、変更する場合があり

ます。 

各事業の方向性区分は以下の通りです。 

○…前回計画より継続実施する内容です。 

●…前回計画より継続実施しますが、内容を大幅に見直しています。 

◎…本計画から新たに追加した具体的な内容です。 
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基本目標１ 暮らしの基盤づくり 

（１）保健・医療 

現状・課題 

○定期的な健康診査や、健康に関する相談は、障害の予防と重度化の防止につながります。保健、

医療、福祉等での連携を図りつつ、早期発見、早期の治療や適切な療育へとつなげていくこと

が求められます。 

○令和４年度に市内の障害のある人に実施したアンケート（以下、「アンケート」という。）では、

障害児の回答者の約６割で発達障害の診断がみられています。近年増加傾向にある発達障害に

関しては、保護者の精神的な負担軽減等を含め、切れ目ない支援を行うことができる早期の療

育のフォロー体制を構築することが重要です。 

○本市では、乳幼児健康診査をはじめとした健康診査や、様々な相談を通じた障害の早期発見と

療育を進めています。また、成人の健康づくりに関しては、精神障害のある人が増加傾向にあ

り、自殺予防対策も含めた心の健康問題に関しての取組も求められています。 

○令和４年度に当事者団体、事業所に実施したヒアリング調査（以下、「ヒアリング」という。）

によると、障害のある人が医療機関において診療を受けやすくしてほしいという意見や、医療

機関と事業所等の関係機関との連携を求める意見等が多くあがっています。障害者が身近な地

域で必要な医療が受けられるよう、地域医療体制の充実が求められています。 

 

取組の内容 

 

①疾病の予防と早期発見・早期治療の推進 
 

№ 事業名 方向性 担当課 

1 乳幼児健康診査 

○４か月児健康診査、１歳６か月児健康診査、３歳

児健康診査を実施し、障害の早期発見、早期療育

につなげるとともに、育児不安のある保護者の

支援を行います。 

○未受診者の把握と受診率の向上に努めます。 

子育て支援課 

2 健康診査後の指導 

○乳幼児健康診査等で把握した、経過観察が必要

と思われる子どもとその保護者に対し「どんぐ

りルーム」や、保健師や臨床心理士による健康相

談等を開催します。さらに、内容の充実に努める

とともに、一人ひとりに応じた支援を行います。 

子育て支援課 
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№ 事業名 方向性 担当課 

3 
発達障害等への支

援 

○発達の遅れやその疑いのある子どもが適切な支

援を受けられるよう、臨床心理士等による専門

職のアドバイスを受けられる「ラッコちゃんル

ーム」や「ことばの相談室」等を開催します。 

○発達障害や高次脳機能障害について、県や関係

団体との連携のもと情報提供等を行い、幅広く

市民への知識の普及に努めます。 

◎巡回支援専門員による巡回相談を行います。 

子育て支援課 

福祉総務課 

4 成人の健康診査 

○生活習慣病の予防に向け、特定健康診査、特定保

健指導を実施します。健診受診率、保健指導実施

率の向上に努めます。 

○障害の原因となる疾病の予防に向け、大腸がん

検診等のがん検診、脳ドックを行います。がん検

診の受診率の向上に努めます。 

国保年金課 

健康推進課 

 

②健康の保持・増進 

№ 事業名 方向性 担当課 

5 訪問指導 

○訪問指導を行い、育児に関する相談を行います。 

○支援が必要な子どもや保護者に対して、保健師

が継続した訪問や相談を行います。 

子育て支援課 

6 心の健康づくり 
○市民健康講座等を通じ、心の健康づくりに関す

る啓発と知識の普及に努めます。 

健康推進課 

子育て支援課 

 

③医療サービスの充実 

№ 事業名 方向性 担当課 

7 医療費の助成 

○愛知県が実施する心身障害者・精神障害者医療

費助成のほか、市独自の医療費助成制度により

障害のある人の経済的負担を軽減します。 

○国の制度改革等の動向を踏まえ、必要に応じて

適正かつ効果的な制度へと見直しを行います。 

国保年金課 

8 訪問歯科診療 

○歯科医師会が行うねたきり老人や障害のある人

の自宅への訪問歯科診療事業を支援し、安心し

て歯科診療を受けられる体制を確保します。 

健康推進課 

9 訪問看護 
○精神障害のある人に対して、医療機関等が行う

訪問看護について周知を図ります。 
福祉総務課 
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№ 事業名 方向性 担当課 

10 
地域医療体制等の

充実 

◎疾患等の円滑な治療を行うため、地域における

かかりつけ医と本市医療の中核的な役割を担う

刈谷豊田総合病院が役割分担するとともに、医

療に関する情報の共有を図るなどの連携体制を

確保します。 

健康推進課 
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（２）生活支援サービス 

現状・課題 

○アンケートによると、今後希望する暮らしについて、知的障害のある人では約１割がグループ

ホームを希望しています。また、ヒアリングでも親亡き後の当事者の暮らし方の一つとして、

グループホームのニーズが高まっています。市内のグループホームの整備は進みつつあります

が、一方で、重度障害のある人にも対応した住まいや、職員の人材の確保等が課題としてあが

っています。 

○本市では、令和５年６月に、「刈谷市手話言語条例」を施行しました。一方で、ヒアリングでは、

聴覚障害の人に対する手話通訳のサービス等の拡充を求める意見があがっています。条例に基

づき、手話に対する理解の促進やコミュニケーション支援、手話通訳者の確保等の施策を推進

することが必要です。 

○アンケートによると、介助者の介助で困っていることは、身体障害、知的障害のある人の介助

で「緊急時の対応に不安がある」、精神障害のある人、障害児では「精神的な負担が大きい」が

高くなっています。また、高齢の介助者も増えていることから、介助者への支援も必要です。 

○障害児の保護者や家族へ必要な支援では、「発達障害児や発達に不安のあるお子さんの教育経験

者の体験談や情報提供」「保護者への心理的ケアやカウンセリング」「専門家による子育て相談」

が高くなっています。 

○国の「障害者基本計画（第５次）」では、ヤングケアラーを始めとする家族支援を進める方向性

が新たに盛り込まれています。本市でも、ヤングケアラーを始めとした障害のある人への家族

への支援に取り組む必要があります。 

○障害福祉サービス等の提供においては、一人ひとりの障害特性や障害の状態、生活実態等に応

じた支援が求められています。なかでも今後は重度障害者等への支援や強度行動障害のある人

のニーズ把握等も進め、多様な人が利用できる支援体制を整備していくことが重要です。 

 

取組の内容 

 

①訪問系サービスの充実 

№ 事業名 方向性 担当課 

11 居宅介護等 

○介護給付による居宅介護、重度訪問介護、地域生

活支援事業による移動入浴サービスの訪問系サ

ービスを行い、障害のある人の自宅での生活を

支援します。 

福祉総務課 

12 移動支援等 

○介護給付による行動援護、同行援護及び地域生

活支援事業による移動支援を実施し、障害のあ

る人の外出を支援します。 

福祉総務課 
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②日中活動系（通所系）サービスの充実 

№ 事業名 方向性 担当課 

13 
自立訓練・生活介護

等 

○自立訓練、生活介護、療養介護等を行い、障害の

ある人の自立した日常生活や社会生活を支援し

ます。 

福祉総務課 

社会福祉協議会 

14 
地域活動支援セン

ター 

○地域活動支援センターにおいて、創作活動や生

産活動の機会の提供、機能訓練、社会との交流を

促進します。 

福祉総務課 

15 
障害福祉施設の整

備、充実 

○障害のある人の自立支援の拠点となる施設の充

実を図ります。 

○老朽化した施設の整備計画を進めます。 

福祉総務課 

 

③短期入所等の充実 

№ 事業名 方向性 担当課 

16 短期入所 

○家で介護を行う人が病気等の場合に、短期間、施

設への入所ができる短期入所の適切なサービス

提供を推進します。 

○重症心身障害児者等が短期入所を利用しやすい

環境整備に努めます。 

福祉総務課 

17 日中一時支援 

○日中、障害者支援施設等において障害のある人

（就学児以上）に活動の場を提供し、見守りや社

会適応に必要な訓練を行う日中一時支援事業の

適切なサービス提供を推進します。 

福祉総務課 

 

④生活の場の確保 

№ 事業名 方向性 担当課 

18 グループホーム 

○地域において自立して暮らせるよう、障害特性

に応じた住まいの場となるグループホームの整

備を促進します。 

福祉総務課 

19 住宅改修費の支給 

○個人の住宅の居室、浴室、トイレ等を障害のある

人用に改修する場合に、住宅改修に要する費用

の一部を支給します。 

福祉総務課 

20 
市営住宅の障害者

向け改修 

○通路等のバリアフリー化やエレベーターの設置

がなされている市営住宅を、障害のある人や高

齢者向けの住戸として入居を推進します。 

建築課 
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№ 事業名 方向性 担当課 

21 

障害のある人の市

営住宅への優先入

居 

○障害のある人や高齢者で、入居要件に該当する

方に対し、市営住宅への優先入居を行います。 

◎市営住宅への入居に関して、保証人免除の配慮

を行い、居住に困難を抱えている人への住宅確

保を支援します。 

建築課 

22 
強度行動障害児者

等への支援 

○強度行動障害児者等が各種福祉サービス等を利

用しやすい支援体制整備に努めます。 
福祉総務課 

 

⑤その他の生活支援 

№ 事業名 方向性 担当課 

23 

聴覚障害者へのコ

ミュニケーション

支援 

○手話通訳者、要約筆記者の派遣等を行い、聴覚障

害のある人の意思疎通の円滑化を図ります。 

◎刈谷市手話言語条例に基づき、手話に対する理

解の促進及び手話の普及を図ります。 

福祉総務課 

24 
ボランティア団体

への活動支援 

○ボランティアガイドを務めるボランティア団体

への活動支援を通じ、視覚障害のある人や脳性

まひ者等全身障害者の社会参加や外出を支援し

ます。 

福祉総務課 

社会福祉協議会 

25 補装具費の支給 

○障害のある人の身体機能を補完・代替する補装

具の購入または修理に要する費用の一部につい

て補装具費を支給します。 

福祉総務課 

26 
日常生活用具費の

支給 

○日常生活上の便宜を図るため、障害のある人に

対し、介護・訓練支援用具、自立生活支援用具、

在宅療養等支援用具、情報・意思疎通支援用具、

排せつ管理支援用具の購入に要する費用の一部

について日常生活用具費を支給します。 

福祉総務課 

27 
自動車運転免許取

得費等の支給 

○身体障害のある人が普通自動車運転免許を取得

した場合に、その費用の一部を支給します。 

○身体障害のある人が就労等のために自ら運転す

る自動車の改造または重度の身体障害のある人

の介護者が本人の移動のために自動車を改造も

しくは購入する場合、その費用の一部を支給し

ます。 

福祉総務課 

28 
福祉タクシー料金

の助成 

○電車、バス等の公共交通機関を利用することが

困難な障害のある人に対し、福祉タクシー券を

交付し、経済的負担の軽減及び社会参加の促進

を図ります。 

福祉総務課 
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№ 事業名 方向性 担当課 

29 各種手当の給付 

○障害のある人の経済的負担を軽減し、地域で安

定した生活が送れるよう、国・県の各種手当に加

え、市で心身障害者扶助料を支給します。 

○難病のある人に対し、難病疾患見舞金を支給し

ます。 

福祉総務課 

30 
高齢者・障害者単身

世帯等の戸別収集 

○家庭から出るごみや資源を集積場所まで運ぶこ

とが困難な高齢者・障害者単身世帯等に対し、戸

別の収集を行います。 

○利用世帯数の増加に応じて収集体制等の検討を

行います。 

ごみ減量推進課 

31 
地域生活支援拠点

等の整備 

●障害者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、

居住支援のための相談、緊急時の受け入れ・対

応、体験の機会・場、専門的人材の確保・養成、

地域の体制づくり等の機能を備えた地域生活支

援拠点等の充実を図ります。 

福祉総務課 

32 
障害のある人の家

族支援 

◎基幹相談支援センターや障害福祉サービス等事

業所との連携のもと、ヤングケアラーや、社会的

な孤立、8050 問題など、障害者本人に加え家族

を支援するために必要なサービスの提供体制を

整備します。 

福祉総務課 

 

⑥障害のある人の地域移行 

№ 事業名 方向性 担当課 

33 
障害のある人の地

域移行 

○医療機関等との連携のもと、障害のある人の地

域生活への移行支援及び定着支援に向け、各種

サービスの充実を図ります。 

○施設入所者や、病院に入院している障害のある

人の地域移行を進める事業（地域移行支援、地域

定着支援、自立生活援助）を推進します。 

福祉総務課 
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（３）相談・情報提供 

現状・課題 

○障害のある人が地域で安心して暮らしていくためには、当事者や支援者が暮らしの中で抱える

様々な悩みや不安等に対応し、必要に応じて適切な支援につなげることができる相談支援が重

要な役割を果たします。本市では、基幹相談支援センターや市の相談窓口、相談支援事業所等

で相談対応にあたっています。 

○アンケートによると、悩み等の相談相手はいずれの障害でも「家族や親せき」といった身内の

割合が高く、精神障害のある人では「かかりつけの医師や看護師」、障害児では「学校などの教

職員」も高くなっており、相談先として機能していることがうかがえます。一方で行政や民間

の相談窓口の利用は低調となっているため、適切な支援やサービスにつなげていくためにも窓

口の周知を進めていく必要があります。 

○サービス等利用計画案を作成する計画相談支援や障害児相談支援については、サービス利用者

の増加に伴い、対応できる人材の不足や業務負担の増加等が課題となっています。 

○改正社会福祉法に基づく、属性にかかわらず、地域の様々な相談を受け止め、自ら対応又はつ

なぐ機能、多機関協働の中核の機能及び継続的につながり続ける伴走支援を中心的に担う機能

を備えた相談支援について、実施にあたって検討を進めていくことが求められます。障害のあ

る人やその家族も含めた複合的な課題に対応していくため、様々な関係機関や地域等との連携

体制の構築が必要です。 

○令和４年５月に、「障害者による情報の取得及び利用並びに意思疎通に係る施策の推進に関する

法律（障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法）」が成立しました。この

法律は、障害のある人があらゆる分野の活動に参加するための情報の取得や意思疎通に係る施

策を総合的に推進することを目的としており、本市においても法律に則り、取組を進めていく

必要があります。 

○本市では、全ての人が情報にアクセスできるように Web アクセシビリティに準拠したホームペ

ージの運用管理に努めています。また、情報手段の多様化や情報通信技術の急速な進展により、

障害のある人においても情報通信機器の利用が広がっています。障害種別や特性、インターネ

ットを使える人と使えない人との間に生じる情報格差（デジタルデバイド）等に配慮しつつ、

多様な手法による情報発信を進めていく必要があります。 

○成年後見制度について、施設や医療関係者等からの相談は増加しているものの、障害者に関す

る相談件数は、高齢者に関する相談件数と比べると少なくなっています。アンケートによると、

成年後見制度の利用意向では「今は必要ないが、将来必要になったときのために制度を知りた

い」がいずれの障害でも高くなっており、今後利用希望者も増加する可能性があるため、制度

の周知や必要に応じた利用の促進を進めていく必要があります。 
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取組の内容 

 

①相談支援体制の充実 

№ 事業名 方向性 担当課 

34 
刈谷市障害者自立

支援協議会の運営 

○保健、医療、学校、企業、就労支援等の関係者、

相談支援事業者、サービス事業者、当事者団体、

行政機関等で構成する刈谷市障害者自立支援協

議会において、地域の障害福祉に関するシステ

ムづくりを進めます。 

福祉総務課 

35 
障害者相談支援事

業 

○特定相談支援事業所等との連携のもと、障害の

ある人からの相談に対応し、助言や情報提供等

の支援を行います。 

○特定相談支援事業所との連携を強化し、障害の

ある人のニーズや特性に応じたサービス等利用

計画の作成を行うとともにモニタリングを実施

し、障害のある人を取り巻く環境の変化等に対

応します。 

○特定相談支援事業所等の体制強化に努めます。 

福祉総務課 

36 
障害児相談支援事

業 

○障害児相談支援事業所等との連携のもと、障害

のある子どもやその保護者からの相談に対応

し、子どもの意思決定に配慮しつつ助言や情報

提供等の支援を行います。 

○障害児相談支援事業所との連携を強化し、障害

のある子どもの障害児通所支援の利用にあたっ

ての障害児支援利用計画の作成を行うとともに

モニタリングを実施し、障害のある子どもを取

り巻く環境の変化等に対応します。 

○障害児相談支援事業所等の体制強化に努めま

す。 

福祉総務課 

37 市相談窓口の充実 

○市福祉総務課の窓口において福祉サービスに関

する相談、助言、情報提供を行い、高い専門性が

必要とされる相談内容については、専門機関と

連携を図りながら必要な支援を行います。 

○研修等への参加を通じ、相談にあたる職員の知

識の向上に努めます。 

福祉総務課 
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№ 事業名 方向性 担当課 

38 
基幹相談支援セン

ターの運営 

○基幹相談支援センターに相談支援専門員を配置

し、年齢や障害の種類を問わず、障害に関する

様々な悩みごとや困りごとの相談に対応しま

す。 

○基幹相談支援センターを中心に、市内の相談機

関や、障害のある人が利用する障害福祉サービ

ス提供事業所、医療機関、学校等との連携を強化

します。 

福祉総務課 

 

②情報提供の充実 

№ 事業名 方向性 担当課 

39 声の市民だより 
○「声の市民だより」により、視覚障害のある人へ

市の行政情報、その他公的な情報を提供します。 
広報広聴課 

40 
情報のバリアフリ

ー化の推進 

○市民だよりやホームページについて、最新のＪ

ＩＳ規格に準拠するよう、文字の大きさやフォ

ント、色彩などに配慮し、障害のある人にとって

も見やすく、わかりやすい情報の提供に努めま

す。 

○障害のある人の特性やニーズに対応した情報提

供の方法について検討するとともに、情報への

アクセシビリティ向上のため、組織内に啓発し

ます。 

広報広聴課 

41 刈谷の福祉ガイド 

○手帳取得の手続きやサービス内容を紹介する

「刈谷の福祉ガイド」を毎年度改訂し、配布しま

す。 

○ガイドの紹介や配布の方法について研究し、サ

ービスを必要とする人に情報が届くよう努めま

す。 

○市内の事業所にサービスの情報を提供します。 

福祉総務課 

42 
ＩＣＴ活用等の促

進 

◎ＩＣＴの活用を促進することで、誰もが同じよ

うに必要な情報を入手し活用できる仕組みの構

築や住民サービスの充実、業務の効率化を図り

ます。 

情報政策課 

福祉総務課 
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③障害のある人の権利擁護 

№ 事業名 方向性 担当課 

43 成年後見制度 

○刈谷市成年後見支援センターを運営し、成年後

見制度に係る相談、手続き支援、啓発、法人後見

を行います。 

○サービス利用の観点から、成年後見制度を利用

する必要性がある知的障害または精神障害のあ

る人に対し、制度の利用を支援します。 

福祉総務課 

社会福祉協議会 

44 
日常生活自立支援

事業 

○判断能力が十分でない障害のある人等が、地域

で自立した生活を送れるよう、日常生活自立支

援事業による、福祉サービスの利用援助や日常

的金銭管理の支援を行います。 

福祉総務課 

社会福祉協議会 

45 
虐待の防止と被虐

待者の保護 

○障害者虐待の防止等に関する広報、その他啓発

活動を行います。 

○障害者虐待防止センターの機能を含め、通報・報

告等に係る体制の整備を行います。 

○被虐待者を一時的に保護できる場所を確保しま

す。 

福祉総務課 

子育て推進課 

46 
総合的な権利擁護

の推進 

○障害のある人の増加や高齢化等に対応するた

め、支援体制のあり方について検討を進めます。 

福祉総務課 

社会福祉協議会 
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基本目標２ 自立と社会参加の基盤づくり 
 

（１）障害のある子どもの教育・育成 

現状・課題 

○令和４年６月に「こども基本法」が成立し、令和５年４月に施行されました。この法律は、す

べての子どもが将来にわたって幸福な生活を送ることができる社会の実現を目指し、こども政

策を総合的に推進することを目的としています。障害のある子どもについても、希望する支援

を適切に受けることができるような体制整備が求められます。 

○アンケートによると、障害のある子どもやその保護者が求める療育上の支援として「障害の特

性に合ったきめ細やかな支援」「教育・保健・医療・福祉など関係機関の連携」という支援技術

や支援体制に関することや、「障害やサービスについての情報提供」「日中、療育を受けられる

場の充実」というサービスに関することが高くなっています。 

○令和３年９月に施行された「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律（医療的ケ

ア児支援法）」に基づき、日常的に医療的ケアを必要とする子どもが平等に保育・教育が受けら

れるよう、支援環境の整備や関係機関等との連携、地域一体となって支援することが求められ

ます。 

○医療的ケアを必要とする子ども及び家族の中には、その病状の程度によって福祉サービスの提

供を受けられていない方がいることが想定されます。ニーズを把握し、適切な支援をしていく

必要があります。 

○本市では、すべての保育園、幼稚園での障害のある子どもの受入れ、全小中学校における特別

支援学級の設置を行っており、その他通級指導教室における障害に応じた指導の実施、肢体不

自由のある児童生徒が通う特別支援学校を設置しています。アンケートによると、園・学校生

活を送る上で充実してほしいことは、「障害に対する職員の理解促進」が高くなっており、保育

園・幼稚園においては加配等の拡充が求められています。障害の有無にかかわらず、多様な子

ども同士が可能な限りともに教育を受けられるよう、インクルーシブ教育を進めるための環境

整備が求められます。 

○ヒアリングによると卒業後の進路選択に関する支援、各ライフステージ間の連携や継続的な支

援のあり方に関する意見が多くなっています。 

○「障害者基本計画（第５次）」では、病気の状態により学校に通うことが困難な病気療養児の支

援の充実のため、ＩＣＴを活用した学習機会の確保を促進する方向性が新たに盛り込まれてお

り、個々の実態に応じたＩＣＴ機器の活用が必要です。   
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取組みの内容 

 

①早期療育の充実 

№ 事業名 方向性 担当課 

47 
児童発達支援セン

ター 

○児童発達支援センターとして位置付けられた、

しげはら園や民間事業所において、障害のある

子どもや発達に遅れのある子どもに対し、基本

的生活習慣及び集団生活への適応性を養う早期

療育を行うとともに、相談支援等の機能を整備

します。 

◎障害福祉サービス事業所等の関係機関との連携

を図り、療育に関わる人への支援を行います。 

子育て支援課 

48 
保育及び就学前教

育の充実 

○障害のある子どもの理解と指導についての研修

を深め、すべての保育園・幼稚園で障害のある幼

児の受け入れを行います。 

○保育士や幼稚園教諭等の加配により、障害のあ

る幼児の受け入れ体制の充実を図ります。 

子ども課 

49 
保育カウンセラー

の実施 

○保育園や幼稚園に通園している障害のある子ど

もや保護者、保育者に対し、臨床心理士が園に訪

問指導を行います。 

子ども課 

 

②学校教育の充実 

№ 事業名 方向性 担当課 

50 

刈谷市立刈谷特別

支援学校での支援

の充実 

○衣浦定住自立圏域(刈谷市、知立市、高浜市)の肢

体不自由のある児童生徒にとって、安心安全に

学校生活を送ることができるとともに、特色と

魅力のある学校づくりに努めます。 

学校教育課 

51 
特別支援教育の推

進 

○特別支援教育コーディネーターの各校への配置

や、校内委員会の設置、研究会の開催、巡回相談

の実施等を通じ、障害のある児童生徒への教育

体制を整備し、一人ひとりの教育的ニーズに応

じて適切な教育的支援を行います。 

◎ＩＣＴを活用し、地域の学校との共同学習の機

会を創出します。 

学校教育課 

52 個別教育支援計画 
○一人ひとりの習熟に合った個別の教育支援計画

や、個別の指導計画を作成します。 
学校教育課 
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№ 事業名 方向性 担当課 

53 
インクルーシブ教

育 

○インクルーシブ教育の理念に基づき、国等の動

向を踏まえ、地域の学校で障害のある児童生徒

が学べる環境を整備します。 

学校教育課 

54 通級指導の充実 

○言語障害、学習障害（ＬＤ）、注意欠陥多動性障

害（ＡＤＨＤ）のある児童を対象とした通級教室

を設置し、指導の充実に努めます。 

○注意欠陥多動性障害（ＡＤＨＤ）等の児童が増加

していることを踏まえ、通級教室の拡大を県に

要望します。 

学校教育課 

55 関係機関との連携 

○刈谷市障害者自立支援協議会を中心として、教

育、医療、福祉、健康、労働等の各分野が連携す

る体制を整備します。 

○特別支援教育連携協議会の開催を通じ、教育、医

療、福祉、健康、労働等の各分野が連携した児童

生徒への支援に努めます。 

○障害のある児童について、小学校入学前に個別

の教育支援計画を作成し、保育園、幼稚園から小

学校、中学校に至るまで、一体的な指導が行える

体制を整備します。 

福祉総務課 

学校教育課 

56 
支援員・補助員の配

置 

○市内全小学校に学校教育活動支援指導補助員を

配置するとともに、必要に応じて特別支援学級

児童生徒支援指導補助員と肢体不自由児童生徒

介助支援員を配置します。 

○より継続した指導を行うため、支援員・補助員の

増員、勤務日数の増加を検討します。 

学校教育課 

57 
学校施設のバリア

フリー化の推進 

○必要に応じてスロープの設置等を行うなど、学

校施設のバリアフリー化を推進します。 

○学校施設の改築の際には、バリアフリー、ユニバ

ーサルデザインの視点から建設を進めます。 

教育総務課 

58 
就学相談・情報提供

の充実 

○就学指導委員会の開催や、就学相談、特別支援学

校への体験入学等を通じ、障害のある児童生徒

の就学を支援します。 

学校教育課 

59 
障害のある子ども

の進路指導の推進 

○職場実習や卒業生からの進路を学ぶ会等の実施

を通じ、障害のある児童生徒が、自身の将来の進

路や職業を考える機会を設けます。 

学校教育課 
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③子育て支援の充実 

№ 事業名 方向性 担当課 

60 
放課後児童クラブ

の充実 

○特別な配慮が必要な児童の受け入れに努めま

す。 
子育て推進課 

61 
放課後子ども教室

の充実 

○放課後子ども教室において、障害のある児童の

受け入れに努めます。 
生涯学習課 

62 レスパイト 

○夏休み等の長期休暇における障害のある中・高

校生等の日中活動の場の確保及び家族の休息を

図るため、障害者支援施設等で日中において一

時的に受け入れるレスパイト事業を実施しま

す。 

福祉総務課 

63 児童発達支援 

○障害のある子どもの身近な療育の場として、地

域の障害のある子どもを対象に、基本的な動作

の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練

等を行う児童発達支援事業を実施します。 

福祉総務課 

64 
放課後等デイサー

ビス 

○学校通学中の障害のある子どもに対して、放課

後や夏休み等の長期休暇中の居場所づくりや訓

練の場を提供する放課後等デイサービスを実施

します。 

福祉総務課 

65 保育所等訪問支援 

○保育園等を利用している障害のある子どもに対

して、障害児施設等で指導経験のある児童指導

員、保育士による訪問指導を行います。 

福祉総務課 

66 
ファミリー・サポー

ト・センターの充実 

○ファミリー・サポート・センターに登録する援助

会員への講習会等の実施により、障害のある子

どもへの対応ができる会員の確保・養成に努め

ます。 

子育て支援課 
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④医療的ケア児の支援 

№ 事業名 方向性 担当課 

67 
医療的ケア児の保

育・学習環境の整備 

◎刈谷市立刈谷特別支援学校に看護師を配置し、

安心安全な学習環境を提供します。 

◎長期欠席時でもタブレット端末を活用したオン

ラインによる学習支援を提供します。 

◎医療的ケアを必要とする子どもの保護者負担を

軽減するとともに、対象児の学習環境等を確保

し、自立を促すため、学校等における対象児の医

療的ケアに係る訪問看護を提供します。 

学校教育課 

福祉総務課 

68 
医療的ケア児への

日常生活支援 

◎医療的ケアが必要な子どもの身近な療育の場と

して、児童発達支援や、放課後等デイサービス等

を実施します。 

◎刈谷市障害者自立支援協議会において、医療的

ケア児及び家族への支援について、関係機関と

協議します。 

◎医療的ケア児等コーディネーターを配置し、多

様化する医療的ケアに関するニーズを把握し、

地域で安心して生活できるよう関係機関との調

整を行います。 

◎刈谷市内の医療的ケアを必要とする子どもの実

数を把握し、支援を必要とする子どもへのアプ

ローチを図ります。 

福祉総務課 
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（２）雇用・就労 

現状・課題 

○障害のある人の就労については、民間企業における就労や福祉的就労などがあり、生活基盤の

確保や生きがいの創出等、様々な観点から就労を促進していく必要があります。本市では、障

害者の雇用促進と職場定着を進めるため、各種助成金等の啓発を国、県等と連携して実施して

います。 

○民間企業における就労においては、令和５年度から障害者の法定雇用率が段階的に引き上げら

れ、令和８年度には 2.7％となります。今後も障害のある人の雇用の支援や事業主 ・市民への理

解促進のための啓発や情報提供等を強化していく必要があります。 

○障害のある子どもへのアンケートによると、将来働くことの希望では一般就労を希望する回答

が多くなっています。また、ヒアリングでは農業分野での障害のある人の就労支援等の希望も

みられ、近年ではテレワーク等の情報通信機器を活用した働き方なども浸透してきています。

一人ひとりの希望や状況等に応じた、多様な就労のかたちを支援していくことが求められます。 

○令和６年４月に「改正障害者差別解消法」が施行され、事業所による障害のある人への「合理

的配慮の提供」が義務化されます。アンケートによると、差別等の経験の場所は精神障害のあ

る人で「仕事を探すとき」が高くなっています。また、ヒアリングによると、差別・偏見等を感

じる場面として団体、事業所ともに「仕事や収入」が高くなっています。障害のある人の雇用

拡大のために、企業の理解促進が重要です。 
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取組みの内容 

 

①雇用の場の拡大 

№ 事業名 方向性 担当課 

69 
企業等への働きか

け 

○障害のある人の雇用義務制度や、企業の社会的

責任等の啓発を行います。 

○パンフレット等の活用により、各種助成制度等

の情報提供を行います。 

商工業振興課 

70 
就労支援ネットワ

ーク 

○障害のある人の一般就労を促進するため、刈谷

市障害者自立支援協議会を中心として、特別支

援学校等の教育機関、公共職業安定所等の就労

関係機関、就労移行支援を行う事業所、企業等と

情報を交換し、連携を図ります。 

福祉総務課 

71 
市職員の障害者雇

用の拡大 

○引き続き障害者雇用率が法定雇用率を上回るよ

う職員の計画的な採用を行います。 

○職場のバリアフリー化や就労形態の工夫によ

り、障害のある人が働きやすい環境づくりに努

めます。 

人事課 

72 
障害者雇用企業の

評価 

○総合評価落札方式で行う工事入札において、障

害のある人の雇用に積極的に取り組む企業を評

価することにより、企業における障害のある人

の雇用を促進します。 

契約検査課 

73 

障害者就業・生活支

援センターとの連

携強化 

○西三河南部西圏域の障害のある人の就労支援に

関して中心的な役割を担う、障害者就業・生活支

援センターとの連携強化を図ります。 

福祉総務課 

74 起業への支援 

○刈谷市民活動支援基金の活用により、ＮＰＯ法

人の設立活動を支援します。 

○刈谷市民ボランティア活動センターにおける相

談や講座等を通じ、ＮＰＯの設立活動を支援し

ます。 

市民協働課 

75 
「農」と福祉の連携

推進 

◎農業に取り組む障害者就労施設等に対し、農作

物の販路について支援を行います。 
農政課 
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②個々に応じた就労支援 

№ 事業名 方向性 担当課 

76 就労移行支援 

○福祉施設から一般就労等への移行に向けて、基

礎的な訓練の実施、事業所内や企業における作

業や実習、適性に合った職場探し、就労後におけ

る職場定着等、障害のある人の就労移行支援事

業を行います。 

福祉総務課 

77 就労継続支援 

○一般就労が困難な障害のある人等を対象に、通

所により働く場を提供するとともに、知識及び

能力向上のために必要な訓練を行う就労継続支

援事業を行います。 

福祉総務課 

78 就労定着支援 
○障害のある人の就労後における職場定着率の向

上のために就労定着支援事業を行います。 
福祉総務課 

 

③総合的な就労支援施策の推進 

№ 事業名 方向性 担当課 

79 工賃水準の向上 

○就労継続支援事業所等の工賃水準の向上を図る

ため、事業所製品の展示・販路拡大等に努めま

す。 

○「刈谷市障害者就労施設等からの物品及び役務

の調達方針」を庁内に広く周知し、就労継続支援

事業所等からの物品、役務の調達を拡大します。 

福祉総務課 

社会福祉協議会 

80 就職支度金の支給 

○社会復帰の促進を図ることを目的として、就労

移行支援事業を利用している人が、訓練を終了

し就職等により自立する場合に就職支度金を支

給します。 

福祉総務課 

81 

障害のある人の雇

用への理解促進 

 

○障害のある人を雇用している企業や、企業で活

躍している障害のある人の紹介を行う等、障害

者雇用への理解の促進を図ります。 

福祉総務課 
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（３）スポーツ・文化芸術活動 

現状・課題 

○平成 30年６月に「障害者による文化芸術活動の推進に関する法律」が施行され、障害者による

文化芸術活動の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進することとなっています。また、

令和元年６月に「視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律（読書バリアフリー法）」

が行され、市町村において、視覚障害者等の読書環境の整備を総合的かつ計画的に推進するこ

とが規定されています。 

○ヒアリングによると、スポーツや文化芸術活動の参加のための環境整備や、障害があっても楽

しめるイベント等の開催等、機会の提供が求められています。各種法律に基づき、障害のある

人の生活を豊かにするためのスポーツ・文化芸術活動等への参加支援体制の充実やバリアフリ

ー等を進めていく必要があります。 

○アンケートによると、スポーツや文化芸術活動への参加意向が知的障害、精神障害のある人で

約２割みられます。今後の参加希望は「コンサート・映画・スポーツなどの鑑賞」が３障害と

も高くなっています。また、活動するための条件は、身体障害、知的障害のある人で、「身近な

ところで活動できる」、精神障害のある人で「経済的な負担が少ない」が高くなっています。 

○図書館においては視覚障害のある方も利用できる図書（大活字本、点字絵本、LLブック）を配

備するとともに、音声訳ボランティアによる録音図書の提供、朗読サービスの活動支援を行っ

ています。引き続き、すべての人が読書にふれ、読書を通じて生活を豊かにするための支援が

必要です。 

 

取組みの内容 

 

①スポーツ・文化芸術活動の推進 

№ 事業名 方向性 担当課 

82 
スポーツ大会激励

金 

○スポーツ大会への参加を支援するため、全国大

会等に出場する障害のある人に激励金を交付し

ます。 

福祉総務課 

83 
スポーツ活動への

参加支援 

○スポーツ活動への障害のある人の参加を支援す

るため、ボランティアや指導者の育成に努めま

す。 

○総合型地域スポーツクラブ等で、障害のある人

も参加できるプログラムの提供に努めます。 

スポーツ課 

84 
スポーツ教室の開

催 

○一人でも多くの人がスポーツに親しめるよう、

障害のある人が参加できるスポーツ教室を開催

します。 

福祉総務課 

社会福祉協議会 
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№ 事業名 方向性 担当課 

85 
文化芸術活動機会

の充実 

○障害のある人が開催・参加する作品展・文化展等

を支援します。 

福祉総務課 

社会福祉協議会 

86 企画展の無料化 
○障害のある人が文化芸術作品にふれられるよ

う、企画展の無料化を実施します。 
文化観光課 

 

②参加しやすい環境の整備 

№ 事業名 方向性 担当課 

87 
文化施設等のバリ

アフリー化の推進 

○文化施設等において、障害のある人が安心して

活動できる環境を整備します。 

●磁気ループシステムの使用により、聴覚障害の

ある人が参加しやすい環境づくりを進めます。 

◎市の主催事業において、手話通訳・要約筆記の設

置し、市民が文化に親しむ機会を創出します。 

生涯学習課 

文化観光課 

88 
市立図書館サービ

スの充実 

○大活字本や録音図書等の充実、対面朗読や音訳

資料の配送サービスの充実を図り、視覚障害の

ある人の利用を促進します。 

○ボランティアによる朗読サービスの活動を支援

します。 

◎電子図書館の利用を促進していきます。 

生涯学習課 
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基本目標３ 人にやさしいまちづくり 

（１）まちづくり 

現状・課題 

○障害のある人が安心・安全に地域生活を送るためには、周辺環境のバリアフリー化やユニバー

サルデザイン化の推進が求められます。本市において、計画的に公共施設のバリアフリー化を

行っていますが、今後も引き続き、整備を行う必要があります。 

○公共交通等の移動手段については、刈谷市公共施設連絡バス「かりまる」が市民の身近な移動

手段として定着しています。一方でアンケートによると、外出時に困っていることとして、身

体障害のある人で「公共交通機関が少ない」が最も高くなっています。バスの運行本数の増便、

運行ダイヤ、バス停の待合環境等とともに、車いすで移動する際の歩道や施設の整備等、障害

のある人の移動について更なる環境整備が求められます。 

○災害対策においては、平常時からの災害に強い地域づくりや備蓄品等の確保が重要です。「災害

対策基本法」が令和３年５月に改正され、避難行動要支援者ごとの「個別避難計画」の作成が

市町村の努力義務とされました。本市においても、個別避難計画の作成に向けて自主防災会や

関係各課と協議を行い、具体的な手法を検討しています。 

○アンケートによると、災害時の避難について知的障害のある人、障害のある子どもで、一人で

避難できないと答える方が多く、災害時に困ることは身体障害のある人、知的障害のある人、

障害のある子どもで「避難場所の設備（トイレなど）や生活環境が不安」、精神障害のある人で

「投薬や治療が受けられない」がそれぞれ最も高くなっています。知的障害のある人、障害の

ある子どもでは「周囲とコミュニケーションがとれない」も高くなっています。 

○障害者を含む避難行動要支援者については、災害時の避難場所に関する不安の声も多く聞かれ

ます。本市では「避難所運営マニュアル」を作成し、災害時に配慮が必要な人を含めた対応を

示しています。避難所における福祉スペースの確保や非常用電源やストーマ装具などの備蓄品

における配慮、コミュニケーション支援ボードの配備等、多様な障害のある人への対応を進め

ています。 

○ヒアリングによると、今後の必要な取組については、地域と連携した避難訓練や避難訓練を有

効に行うための工夫に関すること、防災や災害対策に関する研修等に関する意見が比較的多く

あげられています。また、災害発生時の情報伝達方法について周知、避難所においての支援が

求められています。 
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取組みの内容 

 

①ユニバーサルデザインのまちづくり 

№ 事業名 方向性 担当課 

89 
公共施設等のバリ

アフリー化の推進 

○新設する公共施設について、誰もが利用しやす

いユニバーサルデザインの考え方を取り入れた

整備を行います。 

○既存の公共施設について、利用者の要望を把握

しながらバリアフリー化を推進します。 

○投票所入り口の段差へのスロープ設置や、点字

投票、代理投票等の制度について周知を行い、障

害のある人が選挙に参加する機会を保障しま

す。 

施設保全課 

総務文書課 

90 
民間施設のバリア

フリー化の促進 

○市内の民間施設に対し、バリアフリー化に関す

る啓発活動を行います。 

○多くの市民が利用する医療機関や金融機関、飲

食店等、公共性の高い民間施設のバリアフリー

化に対し、補助を行うとともに、制度を周知し利

用を促進します。 

建築課 

91 
わかりやすいサイ

ンの整備 

○公共施設の案内板等の新設、修正において、障害

のある人にもわかりやすい表示や色彩、デザイ

ンとなるよう努めます。 

都市交通課 
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②安全な移動の確保 

№ 事業名 方向性 担当課 

92 

刈谷市公共施設連

絡バス「かりまる」

の充実 

○刈谷市公共施設連絡バス「かりまる」を運行し、

障害のある人や高齢者等の社会参加を促進しま

す。 

○刈谷市公共施設連絡バス「かりまる」の利用者数

が増加していることを踏まえ、路線の新設やバ

ス停のシェルター、ベンチ等の整備を推進しま

す。 

◎運行事業者と共にバリアフリー教育の実施に取

組み、誰もが安心して利用できる環境を整えま

す。 

都市交通課 

93 
安全な歩行空間の

整備 

○電線類の地中化、自転車と歩行者の分離を行う

など、誰もが歩きやすい安全な歩行空間の創出

を図ります。 

○段差の解消等を考慮した歩道整備等を推進しま

す。 

道路建設課 
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③防災・防犯対策の推進 

№ 事業名 方向性 担当課 

94 
防災に関する啓発

の推進 

○防災講話や地区の防災訓練などを通じて障害の

ある人への理解を深めるとともに、障害のある

人の防災訓練への参加を促進します。 

○要望に応じて、障害者福祉施設等に対し防災知

識の普及や啓発を行います。 

危機管理課 

福祉総務課 

95 

避難行動要支援者

の把握と地域のネ

ットワークの構築 

○地域、関係機関及び関係課が連携し、避難行動要

支援者の把握を進めるとともに、個人情報等に

配慮しながら情報の一元化と共有体制を整備し

ます。 

○地域、関係機関及び関係課が連携し、避難行動要

支援者の個別避難計画を作成していきます。 

危機管理課 

福祉総務課 

96 
災害時等の情報伝

達 

○災害時等に適切に情報を伝達できるよう多様な

手段を活用し、障害特性に配慮した情報の伝達

を行います。 

危機管理課 

97 
避難所等における

配慮 

○避難所において障害のある人が生活に困らない

よう、必要な配慮について共有化を図ります。 

○関係機関と連携し、一般避難所の福祉スペース、

福祉避難所及び医療救護所の充実を図ります。 

○聴覚障害のある人に状況説明や物資の配給等の

情報が伝わるよう、文字情報を提供します。 

○医師会等関係団体との連携のもと、災害時の医

療体制を整備します。 

危機管理課 

福祉総務課 

健康推進課 

子育て支援課 

教育総務課 

98 防犯対策の推進 

○市民だより等で、家庭における防犯対策等の啓

発を行います。 

○刈谷市メール配信サービスを活用し、防犯に関

する情報を提供し、注意を促します。 

○市民相談や消費生活相談を実施します。 

◎消費者安全確保地域協議会を通じて、社会福祉

協議会や警察と連携しながら消費者被害防止の

啓発に努めます。 

くらし安心課 
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（２）障害と障害のある人への理解 

現状・課題 

○障害のある人は、様々な場面で差別や不利益等を感じています。アンケートによると、本市の

障害者施策のうち、特に取り組む必要があるとされる『満足度が低く、重要度が高い』事項は

３障害いずれも 「障害と障害のある人への理解」となっています。「差別解消法」では障害を理

由とする差別的取り扱いの禁止や合理的配慮の提供が定められていますが、まだ十分とは言え

ません。 

○平成 27年に国連で採択された「持続可能な開発目標 （ＳＤＧｓ）」では、「誰一人取り残さない」

という理念が掲げられています。誰もが障害のあるなしに関わらず、相互に尊重し合える社会

となるよう、市民一人ひとりの、障害や障害のある人に関する正しい理解を深めていく必要が

あります。 

○ヒアリングでは、共生社会の実現に向けて福祉実践教育等、教育についての意見や障害のある

人・ない人関わらず交流できる機会の充実についての意見が多くあがっています。相互理解の

ためには、知識のみではなく、交流等を通じて実際にふれあえる機会があることが大切です。 

○令和３年５月に改正された「障害者差別解消法」では、事業所による障害のある人への合理的

配慮の提供が義務化されます。事業所においても、障害のある人の特性や職場の状況を踏まえ

た合理的配慮の取り入れについて、理解を深めるとともに実践していくことが求められます。 
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取組みの内容 

 

①広報・啓発の推進 

№ 事業名 方向性 担当課 

99 
市民の理解促進 

 

○市民だよりやホームページ、社会福祉協議会の

機関紙等を通じ、障害や障害のある人への理解

を進める広報・啓発活動を行います。 

○障害特性の理解と対応方法について広報・啓発

活動を行います。 

○障害者週間の周知やヘルプマークなど障害のあ

る人に関するマーク等の普及・啓発を図ります。 

○障害を理由とする差別の解消を推進するため、

「障害者差別解消法」の周知を行います。 

福祉総務課 

社会福祉協議会 

100 
市職員等の理解促

進 

○市職員を対象として福祉体験研修や人権研修等

を実施し、障害の特性や障害のある人について

の理解の促進を図ります。 

人事課 

福祉総務課 

 

②福祉教育の推進 

№ 事業名 方向性 担当課 

101 
学校における福祉

教育の推進 

○小中学校において、社会福祉協議会との連携に

よる福祉実践教育を実施します。講義やボラン

ティア体験学習等の実施により、障害者福祉等

に関する知識や理解を深め、将来的なボランテ

ィアの担い手の育成を図ります。 

○小中学校の「総合的な学習の時間」等の中で、福

祉をテーマとした学習を進めます。 

○交流学習を通じて、障害のある児童生徒につい

ての正しい理解と接する上で必要な配慮を身に

つけていきます。 

学校教育課 

社会福祉協議会 

102 
教職員の障害者理

解 

○小中学校の教職員を対象に研修等を実施し、障

害と障害のある児童生徒についての知識を深め

ます。 

学校教育課 
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③交流活動の推進 

№ 事業名 方向性 担当課 

103 
施設祭り・イベント

の開催支援 

○障害者支援施設等において、地域住民との交流

が図られるよう、夏祭り等のふれあいの場づく

りを支援します。 

○障害のある人に対し、各種行事等に障害のある

人が参加しやすくなるよう、啓発を行います。 

福祉総務課 

社会福祉協議会 

104 児童生徒の交流 

○障害のある児童生徒と障害のない児童生徒の相

互理解を深めるため、特別支援学校と小中学校、

保育園、幼稚園等との交流の機会を設けます。 

学校教育課 

子ども課 
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（３）地域福祉の推進 

現状・課題 

○本市では、「第４次刈谷市地域福祉計画」において“参加と支え合いで築く 共に暮らせるまち”

を基本理念に掲げ、地域共生社会の実現に向けて地域における福祉活動の活性化や支援体制に

関する事項を定めています。 

○福祉分野の方向性として、令和３年４月に施行された改正社会福祉法により、市町村において、

地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制の構築が求められてお

り、福祉部門における庁内連携や関係機関との連携、地域づくりの活性化により一層取り組ん

でいく必要があります。 

○市内では、様々な当事者団体が活動しており、会員相互の連携や障害の理解を促進する取組み

を行っていますが、多くの団体で会員数の減少が課題となっており、加入者の促進のための団

体の周知が必要です。 

○ボランティア団体は、障害者のコミュニケーション支援や相互理解等に関して重要な役割を担

っています。アンケートでは、障害のある人が受けたいボランティアとして「緊急時の連絡や

応対」がいずれの障害においても高くなっており、マッチングやニーズに応じたボランティア

の育成も求められます。ヒアリングによると、サービス事業所においても、ボランティアの参

加受入の仕組みづくりや情報提供、地域の人との交流の機会の創出が求められており、多様な

主体との連携やコーディネート等も必要となっています。 

○障害当事者の重要な活動の一つに、ピアサポート活動があります。ヒアリングによると、事業

所においてピアポートに従事する方がいる割合は約３％となっており、ピアサポーターの育成、

強化が必要です。 
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取組みの内容 

 

①地域福祉活動の推進 

№ 事業名 方向性 担当課 

105 
ボランティアの育

成と活動支援 

○刈谷市民ボランティア活動センターと社会福祉

協議会ボランティアセンターとの連携を強化

し、ボランティアに関する情報提供や相談、活動

のコーディネートを行います。 

市民協働課 

社会福祉協議会 

106 
地域住民の理解と

支援 

○障害のある人が地域で自立した生活を送ること

ができる環境づくりや、災害時の避難支援の充

実に向け、地域の支えあい・助けあい活動を促進

します。 

○地区社会福祉協議会の活動支援を行い、地域の

支えあい・助けあい活動を促進します。 

福祉総務課 

社会福祉協議会 

107 
障害のある人の社

会貢献活動の支援 

○障害のある人が他の障害のある人を支援する

「ピアサポート」「ピアカウンセリング」等の障

害のある人が行う社会貢献活動を促進します。 

福祉総務課 

 

②関係団体との連携 

№ 事業名 方向性 担当課 

108 
民生委員・児童委員

の活動促進 

○地域の福祉活動の相談役、推進役として重要な

役割を担う民生委員・児童委員に対し、障害や障

害のある人に関する知識を深めるための研修等

の開催や、関係機関との連携について支援しま

す。 

福祉総務課 

109 

当事者団体の活動

への支援と交流促

進 

○活動場所や情報の提供等を通じ、団体の主体性

を尊重した活動支援を行います。 

○希望する人が加入できるよう、当事者団体の活

動のＰＲを行います。 

福祉総務課 
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第１章 サービス利用の状況 
  
 

１ 障害福祉サービス等の提供状況 
 

（１）訪問系サービス  

○居宅介護の１月あたりの利用人数は、増減しながら増加傾向となっています。 

 

区分 Ｈ30 年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 

居宅介護 
人/月 102 122 131 125 135 

時間/月 1,462 2,066 2,615 2,545 3,124 

重度訪問介護 
人/月 17 18 17 14 17 

時間/月 3,006 4,070 4,096 4,538 4,462 

同行援護 
人/月 12 13 14 14 13 

時間/月 99 112 122 108 106 

行動援護 
人/月 0 1 1 1 1 

時間/月 0 18 16 25 36 

重度障害者等包括

支援 

人/月 0 0 0 0 0 

時間/月 0 0 0 0 0 

 

 
■訪問系サービスの１月あたり利用人数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：福祉総務課 
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（２）日中活動系サービス  

○就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、就労定着支援、短期入所は、１月あ

たりの利用人数が増加しており、特に、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型の利用者は

急増しています。 

 

区分 Ｈ30 年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 

生活介護 
人/月 194 202 203 198 202 

人日/月 3,999 3,872 3,926 3,861 3,865 

自立訓練 

（機能訓練） 

人/月 1 1 0 1 1 

人日/月 14 4 0 3 5 

自立訓練 

（生活訓練） 

人/月 5 6 5 7 5 

人日/月 34 45 44 59 50 

就労移行支援 
人/月 26 30 28 34 50 

人日/月 436 480 475 599 831 

就労継続支援 

（Ａ型） 

人/月 105 109 123 132 149 

人日/月 2,044 2,112 2,378 2,595 2,891 

就労継続支援 

（Ｂ型） 

人/月 231 246 263 304 323 

人日/月 3,996 4,272 4,561 5,134 5,418 

就労定着支援 人/月 2 9 13 17 18 

療養介護 人/月 14 14 14 13 13 

短期入所 

（福祉型） 

人/月 37 43 43 46 51 

人日/月 274 344 327 390 367 

短期入所 

（医療型）） 

人/月 5 5 3 4 5 

人日/月 25 22 22 23 27 
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グループホーム

（共同生活援助）

施設入所支援

(人/月)

Ｈ30年度

R1年度

R2年度

R3年度

R4年度

（３）居住系サービス 

○グループホーム（共同生活援助）は、利用者数が増加しています。 

○施設入所支援は、利用者数が減少しています。 

 

区分 Ｈ30 年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 

自立生活援助 人/月 0 0 0 0 0 

グループホーム 

（共同生活援助） 
人/月 74 82 91 103 117 

施設入所施設 人/月 76 76 77 75 72 

 

 
■居住系サービスの１月あたり利用人数の推移 
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計画相談支援

地域移行支援

(人/月)

Ｈ30年度

R1年度

R2年度

R3年度

R4年度

（４）計画相談支援・地域移行支援・地域定着支援 

○相談支援（サービス利用計画の作成）は利用が増加しています。 

○地域定着支援は、平成24年度から位置付けられているサービスですが、まだ本市での利用

はありません。 

 

区分 Ｈ30 年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 

計画相談支援 人/月 68 82 85 109 124 

地域移行支援 人/月 1 0 1 0 0 

地域定着支援 人/月 0 0 0 0 0 

 

 

■相談支援の１月あたり利用人数の推移 
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２ 地域生活支援事業の利用状況 
 

○手話通訳者派遣事業、日中一時支援で増加しています。 

 

①理解促進研修・啓発事業 

区分 Ｈ30 年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 

理解促進研修・啓発事業 
実施の 

有無 
有 有 有 有 有 

 

②自発的活動支援事業 

区分 Ｈ30 年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 

自発的活動支援事業 
実施の 

有無 
有 有 有 有 有 

 

③相談支援事業 

区分 Ｈ30 年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 

基本相談支援事業 か所 4 4 4 5 5 

基幹相談支援センター か所 1 1 1 1 1 

基幹相談支援センター等機

能強化事業 

実施の 

有無 
有 有 有 有 有 

住宅入居等支援事業 
実施の 

有無 
有 有 有 有 有 

 

④成年後見制度利用支援事業 

区分 Ｈ30 年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 

成年後見制度利用支援事業 件 3 1 0 0 1 

成年後見制度法人後見支援

事業 

実施の 

有無 
有 有 有 有 有 

 

⑤日常生活用具給付等事業 

区分 Ｈ30 年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 

介護訓練支援用具 件 0 7 7 8 11 

自立生活支援用具 件 10 8 20 19 18 

在宅療養等支援用具 件 23 31 40 54 22 

情報・意思疎通支援用具 件 17 18 29 17 18 

排泄管理支援用具 件 2,167 2,346 2,503 2,547 2,386 

居宅生活動作補助用具 

（住宅改修費） 
件 1 0 0 0 0 
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⑥意思疎通支援事業（コミュニケーション支援事業） 

区分 Ｈ30 年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 

手話通訳者設置事業 人 1 1 1 1 1 

手話通訳者派遣事業 件 251 272 267 246 301 

要約筆記者派遣事業 件 21 17 25 16 40 

 

⑦手話奉仕員養成研修事業 

区分 Ｈ30 年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 

手話奉仕員養成研修事業 修了者数 13 13 0 16 20 

 

⑧移動支援事業 

区分 Ｈ30 年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 

移動支援事業 
人/月 111 104 73 80 83 

時間/月 1,034 1,010 627 623 669 

 

⑨地域活動支援センター事業 

区分 Ｈ30 年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 

地域活動支援センター事業 
か所 6 6 6 5 5 

人/月 63 63 55 57 50 

 

⑩任意事業 

区分 Ｈ30 年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 

移動入浴事業 人/月 7 9 9 7 6 

日中一時支援事業 
人/月 42 61 63 66 73 

回/月 222 408 466 472 528 

スポーツ・レクリエーショ

ン教室開催等事業 

講座数 4 4 3 3 4 

定員数 180 180 60 64 84 

文化芸術活動振興 
講座数 5 5 5 6 6 

定員数 100 100 100 68 106 

自動車運転免許取得・改造

助成 
人 7 9 11 7 9 

 

 

 

 



73 

３ 障害児通所支援等の利用状況 
 

○児童発達支援、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援は、市内事業所が増加したため、

利用者が大幅に増えています。 

 

区分 Ｈ30 年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 

児童発達支援 
人/月 72 81 81 108 121 

人日/月 881 1,019 1,024 1,289 1,518 

医療型児童発達支

援 

人/月 2 1 1 0 0 

人日/月 14 9 7 0 0 

放課後等デイサー

ビス 

人/月 216 233 252 290 328 

人日/月 2,458 2,720 3,143 3,610 4,217 

保育所等訪問支援 
人/月 14 15 20 30 45 

人日/月 16 16 20 31 49 

居宅訪問型児童発

達支援 

人/月 0 0 0 1 2 

人日/月 0 0 0 1 4 

障害児相談支援 人/月 47 62 67 74 97 

 

区分 Ｈ30 年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 

医療的ケア児に対

する関連分野の支

援を調整するコー

ディネーターの配

置人数 

人 2 3 4 6 6 
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４ 市内事業所の状況 

本市で障害福祉サービス等を提供する事業所は、 

■市内事業所の状況 

種類 事業所数 

障害福祉サービス 

訪問系サービス 

居宅介護  

重度訪問介護  

同行援護  

行動援護  

日中活動系サービス 

生活介護  

自立訓練（機能訓練）  

自立訓練（生活訓練）  

就労移行支援  

就労継続支援Ａ型  

就労継続支援Ｂ型  

療養介護  

短期入所  

居住系サービス 
グループホーム  

施設入所支援  

相談支援 

計画相談支援  

地域移行支援  

地域定着支援  

地域生活支援事業 

移動支援  

地域活動支援センター  

移動入浴  

日中一時支援  

障害児通所支援等 

児童発達支援  

放課後等デイサービス  

保育所等訪問支援  

障害児相談支援  

令和５年９月現在 
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第２章 成果目標の設定 

１ 国の成果目標 

国の示す基本指針を踏まえるとともに、本市における過去の実績と地域の実情を考慮し、数値

目標を設定し、それらの達成を目指し、施策を推進します。 

 

■国の示す成果目標（計画期間が終了する令和８年度末の目標） 

 

番号 項目 内容 

1 

地域生活移行者数 
・令和８（2026）年度末時点で、令和４（2022）年度末の施設

入所者数の６％以上が地域生活に移行 

施設入所者数 
・令和８（2026）年度末時点で、令和４（2022）年度末時点の

施設入所者数から５％以上削減 

2 

精神障害にも対応した地域包

括ケアシステムの構築 

 

※成果目標の設定は県 

・精神障害者の精神病床からの退院後１年以内の地域におけ

る平均生活日数：325.3日以上 

・精神病床における65歳以上の１年以上の入院患者数及び令

和８年度末の精神病床における65歳未満の１年以上の長期

入院患者数を目標値として設定 

・精神病床における早期退院率： 

３か月後68.9％以上 ６か月後84.5％以上 １年後

91.0％以上 

3 地域生活支援拠点等の整備 

・令和８（2026）年度末までの間、市町村または圏域に１つ以上

の地域生活支援拠点等を整備するとともに、コーディネーターの

配置などによる支援体制及び緊急時の連絡体制の構築を進め、年

１回以上運用状況を検証、検討 

・強度行動障害を有する者に関し、各市町村又は圏域におい

て新規ニーズを把握し、支援体制の整備を進める 

4 

一般就労移行者数 

・令和８（2026）年度中の移行者数が、令和３（2021）年度実績の

1.28倍以上 

・就労移行支援事業利用終了者に占める一般就労へ移行し

た者の割合が５割以上の事業所：就労移行支援事業所の

５割以上 

就労移行支援における一般就

労移行者数 

・令和８（2026）年度中の移行者数が、令和３（2021）年度実績の

1.31 倍以上 
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番号 項目 内容 

4 

就労継続支援Ａ型における一

般就労移行者数 

・令和８（2026）年度中の移行者数が、令和３（2021）年度実績の

1.29 倍以上 

就労継続支援Ｂ型における一

般就労移行者数 

・令和８（2026）年度中の移行者数が、令和３（2021）年度実績の

1.28倍以上 

就労定着支援事業の利用者数 ・令和３（2021）年度実績の1.41倍以上 

就労定着支援事業の就労定着

率 

・就労定着率が２割５分以上（利用終了後一定期間の就労定着率が

７割以上となる就労定着支援事業者の割合） 

5 

障害児の地域社会への参加・包

容（インクルージョン）の推進 

・令和８（2026）年度末までに、児童発達支援センターを市町

村または圏域に少なくとも１か所以上設置 

・令和８（2026）年度末までに、障害児の地域社会への参加・

包容（インクルージョン）を推進する体制を構築 

重症心身障害児を支援する児

童発達支援事業所の確保 

・令和８（2026）年度末までに、市町村または圏域に少なくと

も１か所以上確保 

重症心身障害児を支援する放
課後等デイサービス事業所の
確保 

・令和８（2026）年度末までに、市町村または圏域に少なくと

も１か所以上確保 

医療的ケア児支援のための協

議の場 

・令和８（2026）年度末までに、都道府県、圏域及び市町村にお

いて、保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関等が

連携を図るための協議の場を設置 

医療的ケア児等に関するコー

ディネーターの配置 

・令和８（2026）年度末までに、都道府県、圏域及び市町村にお

いて、医療的ケア児等に関するコーディネーター配置 

6  

相 談 支 援 体 制 の 充 実・強

化等に向けた取り組みの実施

体制 

・令和８（2026）年度末までに、市町村または圏域において、

基幹相談支援センターの設置と、相談支援体制の強化を図

る体制を確保 

・協議会における個別事例の検討を通じた地域サービス基盤

の開発・改善等 

7 

サービスの質の向上を図るた

めの取り組みに係る体制の構

築 

・令和８（2026）年度末までに、都道府県や市町村において、

サービスの質の向上を図るための取り組みに係る体制を

構築 
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２ 本市の成果目標  
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第３章 障害福祉サービス等の見込み 
 

１ 障害福祉サービスの見込み 
 

 

２ 地域生活支援事業の見込み 
 

 

３ 障害児通所支援等に関するサービスの見込み 
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第４部 計画の推進体制 
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１ 計画の広報・周知 
 

２ 計画の推進 
 

３ 計画の進捗管理 
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